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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (百万円) 39,203 38,712 26,429 29,819 30,311

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 1,435 △90 △519 △413 595

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 1,292 △1,907 △476 △194 451

包括利益 (百万円) ― ― ― ― 332

純資産額 (百万円) 8,127 4,811 3,959 3,407 3,739

総資産額 (百万円) 33,077 27,633 24,884 25,459 25,371

１株当たり純資産額 (円) 133.19 61.62 48.22 42.65 52.58

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)

(円) 31.08 △45.86 △11.46 △4.66 10.85

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 22.84 ― ― ― 7.97

自己資本比率 (％) 21.3 14.5 13.8 12.6 14.3

自己資本利益率 (％) 20.4 △34.5 △12.8 △5.8 13.2

株価収益率 (倍) 5.76 ― ― ― 7.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,394 1,527 1,671 782 1,124

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,398 △2,451 △1,321 △1,088 △1,188

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,051 926 △308 701 104

現金及現金同等物の
期末残高

(百万円) 1,045 885 1,010 1,388 1,419

従業員数 (人) 3,237 3,054 2,674 3,087 2,871

(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第73期から第75期までは１株当たり当期純損失のため記

載しておりません。

２  売上高は、消費税等抜きで表示しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (百万円) 33,781 33,574 23,478 26,426 27,015

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 935 111 △245 72 549

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 194 △2,218 △566 535 681

資本金 (百万円) 3,508 3,508 3,508 3,508 3,508

発行済株式総数

普通株式

Ａ種優先株式

(株) 41,611,458

15,000,000

41,611,458

15,000,000

41,611,458

15,000,000

41,611,458

15,000,000

41,611,458

15,000,000

純資産額 (百万円) 6,234 3,862 3,289 3,823 4,521

総資産額 (百万円) 26,926 23,267 21,364 22,410 23,411

１株当たり純資産額 (円) 113.80 58.25 44.46 57.31 74.08

１株当たり配当額

普通株式

(内１株当たり中間配当額)

Ａ種優先株式

(内１株当たり中間配当額)

(円)

 
3.00

(―)

2.00

(―)

 
―

(―)

―

(―)

 
―

(―)

―

(―)

 
―

(―)

―

(―)

 
―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)

(円) 4.68 △53.33 △13.60 12.87 16.37

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 3.44 ― ― 9.46 12.03

自己資本比率 (％) 23.2 16.6 15.4 17.1 19.3

自己資本利益率 (％) 3.2 △43.9 △15.8 15.1 16.3

株価収益率 (倍) 38.25 ― ― 6.84 4.64

配当性向 (％) 64.1 ― ― ― ―

従業員数
(ほか、平均臨時雇用人
員)

(人)
604

 
641

 
585

 
635

 
590
(86)

(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第73期および第74期は１株当たり当期純損失のため記載

しておりません。

２  第72期から第75期までの、平均臨時雇用人員については、当該臨時従業員数の総数が従業員の100分の10未満

である為、記載しておりません。

３  売上高は、消費税等抜きで表示しております。
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２ 【沿革】

当社(旧フォックス電子工業株式会社)は、昭和43年３月１日にエルナー電子株式会社と合併を経て現在

に至っております。

従って、当該合併以前については、当社及びエルナー電子株式会社の両社について記載しております。

　

昭和４年７月 エルナー電子株式会社は、東京都品川区において本田製作所として創業

昭和12年５月 当社は、滋賀県東浅井郡虎姫町において太陽スレート株式会社として創業

昭和14年３月 エルナー電子株式会社は、商号を本田製作所から株式会社三光社製作所に変更

昭和25年３月 当社は、商号を太陽スレート株式会社からフォックスケミコン株式会社に変更

昭和36年10月エルナー電子株式会社は、エルナー福島株式会社(旧白河電子工業㈱)を設立

昭和37年８月 当社は、商号をフォックスケミコン株式会社からフォックス電子工業株式会社に変

更

昭和39年４月 エルナー電子株式会社は、商号を株式会社三光社製作所からエルナー電子株式会社

に変更

昭和43年３月 当社を存続会社として、エルナー電子株式会社と合併、商号をエルナー・フォック

ス電子株式会社に変更

昭和45年６月 商号をエルナー株式会社に変更

昭和45年12月東京証券取引所市場第二部へ上場

昭和52年３月 アメリカ合衆国にELNA AMERICA,INC.を設立（現、連結子会社）

昭和54年７月 シンガポール共和国にELNA ELECTRONICS(S) PTE.LTD.を設立（現、連結子会社）

昭和54年10月エルナー青森株式会社(旧青森コンデンサ㈱)を設立

昭和55年１月 エルナー松本株式会社(旧松本プリント㈱)を設立（現、連結子会社）

昭和55年２月 タイ国にTANIN ELNA CO.,LTD.(旧タニンコンデンサ㈱)を設立（現、連結子会社）

平成７年３月 マレーシア国に合弁会社、ELNA-SONIC SDN.BHD.を設立（現、連結子会社）

平成７年４月 マレーシア国に合弁会社、ELNA PCB(M) SDN.BHD.を設立（現、連結子会社）

平成８年９月 イギリス国にELNA EUROPE LTD.を設立（現、非連結子会社）

平成12年６月 合弁会社立揚電子(BVI)有限公司を設立（現、関連会社）

平成14年４月 E.C.I.株式会社の株式を取得し、社名を愛爾娜香港有限公司に変更（現、非連結子

会社）

平成14年８月 中国に愛陸電子貿易(上海)有限公司を設立（現、連結子会社）

平成14年９月 エルナー福島株式会社は、全営業をエルナー青森株式会社へ譲渡し解散

平成14年９月 エルナー青森株式会社は、商号をエルナー東北株式会社に変更（現、連結子会社）

平成14年11月エルナー福島株式会社を清算
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社12社、関連会社１社で構成され、主な事業内容はコンデンサ及びプリン

ト回路の製造販売であります。

当社及び主要な子会社等の位置づけは、次のとおりであります。

なお、セグメントと同一の区分であります。
　

(コンデンサ)

国内生産子会社(エルナー東北㈱)及び海外生産子会社(TANIN ELNA CO.,LTD.、ELNA-SONIC SDN.BHD.)

で製造し、当社及び国内・海外販売子会社を通じて販売しております。また、海外生産子会社は現地への

直接販売も行っております。

(プリント回路)

当社及び国内生産子会社(エルナー東北㈱、エルナー松本㈱)で製造し、当社を通じて販売している他、

海外生産子会社(ELNA PCB(M) SDN.BHD.)で製造し、直接現地において販売しております。
　

事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所 資本金
主要な
事業内容

議決権の所有割合
又は被所有割合

関係内容

所有割合
（％）

被所有
割合
（％）

役員の
兼任
(人)

資金援助 営業上の取引

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　 　

※
エルナー東北㈱

青森県
黒石市

450,000千円

電解コンデン
サ製造販売及
びプリント回
路製造販売

100 ― 1
設備資金及
び運転資金

当社製品の製造
当社の土地建物
及び設備の賃貸

エルナー松本㈱
長野県
松本市

120,000千円
プリント回路
製造販売

100 ― 2
設備資金及び
運転資金

当社製品の製造

エルナー
コンポーネンツ㈱

横浜市
港北区

10,000千円
電子部品の販
売

100 ― 1 ― 当社製品の販売

※
ELNA ELECTRONICS(S)
PTE.LTD.

シンガポール
共和国

S$ 2,300千
電子部品の販
売

100 ― ― ― 当社製品の販売

ELNA AMERICA,INC.
米国
カリフォルニア州

US$ 500千
電子部品の販
売

100 ― ― ― 当社製品の販売

愛陸電子貿易(上海)
有限公司

中国
上海

RMB\ 1,655千
電子部品の販
売

100 ― ― ― 当社製品の販売

※
TANIN ELNA CO.,LTD.

タイ国
バンコック市

B 350,000千
電解コンデン
サ製造販売

100
(0.0)

― 2
設備資金及
び運転資金

当社製品の製造

※
ELNA PCB(M) SDN.BHD.

マレーシア国
ペナン州

M$ 18,240千
プリント回路
製造販売

76.8 ― 3
設備資金及び
運転資金

当社製品の製造

※
ELNA-SONIC SDN.BHD.

マレーシア国
ペナン州

M$ 21,605千
電解コンデン
サ製造販売

100
(24.0)

― 2 ― 当社製品の製造

(注) １  ※は、特定子会社であります。

２  議決権の所有割合の(  )内は、間接所有割合で内数であります。

３  ELNA ELECTRONICS(S) PTE.LTD.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。主要な損益情報等は、売上高6,196百万円、経常利益24百万円、当期純利

益23百万円、純資産額239百万円、総資産額1,961百万円であります。

４  ELNA PCB(M) SDN.BHD.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。主要な損益情報等は、売上高4,384百万円、経常損失307百万円、当期純損失307百

万円、純資産額484百万円、総資産額3,384百万円であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

コンデンサ 1,654

プリント回路 1,197

全社(共通) 20

合計 2,871

(注) １  従業員数は就業人員であります。

２  臨時従業員の年間平均雇用人員は、当該臨時従業員の総従業員数に対する割合が100分の10未満であるため記

載を省略しております。

３  全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているもの

であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年12月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

590
(86)

35.8 10.6 3,837,202

　
セグメントの名称 従業員数(人)

コンデンサ
60
(6)

プリント回路
510
(80)

全社(共通) 20

合計
590
(86)

(注) １  従業員数は就業人員であります。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。臨時従業員には、有期限雇用従業員及び

パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

３  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４  全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているもの

であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合は「エルナー労働組合」と称し「全日本電機・電子・情報関連産業労働組合

連合会」に加盟しており組合員数は平成23年12月31日現在620名で、労使関係は安定しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度(平成23年１月１日～平成23年12月31日)のわが国経済は、東日本大震災の影響による

生産活動の大幅な減退や消費の落ち込みから、年後半は回復基調で推移したものの、欧州の財政問題や米

国の景気停滞懸念などによる世界経済の減速感や円高の長期化、タイの洪水の影響など、厳しい状況で推

移いたしました。

当社グループの主要市場である電子機器分野におきましては、震災後の電子部品需要の落ち込みから、

サプライチェーンの復旧に伴い自動車関連の需要は回復基調で推移したものの、民生機器関連では一部

を除き伸び悩みました。

当社グループにおきましては、東北地域にある製造子会社が被災いたしましたが、生産の早期再開努力

や原材料の調達確保などにより震災による操業への影響を最小限に抑えることができました。

  このような状況の中で当社グループの当連結会計年度の業績は、連結売上高303億１千１百万円（前期

比1.6％増）、連結営業利益12億６千万円（前期比363.2％増）、連結経常利益５億９千５百万円（前期は

連結経常損失４億１千３百万円）となり、震災の影響による原状回復費用や工場操業停止期間中の固定

費などの災害による損失のほか、会計基準の変更に伴う資産除去債務の過年度費用などの特別損失計上

があったものの、連結当期純利益は４億５千１百万円(前期は連結当期純損失１億９千４百万円）となり

ました。
　

セグメントの業績は次のとおりであります。

コンデンサ事業におきましては、前年に比べ対米ドルが期中平均で１割ほどの円高で推移いたしまし

たが、グローバルな受注獲得に取り組み、特に欧州車載関連の売上が拡大したことや工場の生産性向上な

どに努めた結果、連結売上高84億３千５百万円（前期比3.2％増）、連結営業利益３億２千３百万円（前

期は営業損失５千９百万円）となりました。

プリント回路事業におきましては、震災による製造子会社の稼動停止や受注の減少のほか、原材料価格

の高騰の影響を受けたものの、高付加価値品の拡販、生産性改善やコスト削減などに努めた結果、連結売

上高218億７千６百万円（前期比1.1％増）、連結営業利益９億３千７百万円（前期比182.3％増）となり

ました。

なお、当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号　平成20年３月21日）を適用しておりますが、セグメント区分の変更がないため、前年同期にお

ける事業の種類別セグメント情報との比較数値を記載しております。
　

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ３

千万円増加し、14億１千９百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ３億４千２百万円増加し、11億２千４百万円と

なりました。この主な要因は、税金等調整前当期純利益３億１千１百万円、減価償却費17億７千６百万円

の計上などによる資金の増加と、売上債権の増加８億９千２百万円、たな卸資産の増加３億１千１百万円

による資金の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ９千９百万円増加し、11億８千８百万円となり

ました。この主な要因は、固定資産の取得による支出11億９千２百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ５億９千７百万円減少し、１億４百万円となり

ました。この主な要因は、借入れによる収入によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 8,067 +3.6

プリント回路 21,951 +2.2

合計 30,019 +2.6

(注) １  上記の金額は販売価格により算出しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 8,471 +0.5 1,203 +3.1

プリント回路 21,915 +0.3 1,483 +2.8

合計 30,387 +0.3 2,687 +2.9

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 8,435 +3.2

プリント回路 21,876 +1.1

合計 30,311 +1.6

(注)  １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％)

三菱電機㈱ 4,369 14.4

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、利益体質の強化を図り、世界規模の生存競争に勝ち残り、再成長を目指してまいります。

コンデンサ事業につきましては、開発・製造・販売一体による高付加価値品の拡販、工場の生産性向上、

コスト競争力の強化を図ってまいります。

プリント回路事業につきましては、ビルドアップ基板を中心とするハイエンド技術商品や高信頼性基板

の拡販および海外工場における生産性向上やコスト競争力強化のための設備の拡充を実施し、国内外一体

となった生産・販売体制の強化を図ってまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクは以下のような

ものがあります。

また、これらは投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項と考えております。

但し、これらは当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではなく、記載された事項以外のリス

クも存在し発生する可能性もあります。これらの発生により当社グループの事業、業績および財政状況に影

響を及ぼす可能性もあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成24年３月30日）現在において当社

グループが判断したものであります。

（経済状況の変動によるリスク）

当社グループは、コンデンサおよびプリント回路の製造・販売を主な事業とし、グローバルに事業を展開

しております。

当社グループの製品は直接あるいは顧客である電子機器メーカーを通じて間接的に全世界の様々な国や

市場で販売されております。

従いまして、日本国内はもとよりそれらの国や市場の経済状況の変動により当社グループの事業、業績お

よび財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

（為替レートの変動によるリスク）

当社グループは、世界各国に事業展開し地域間で輸出入取引を行っております。このため為替の変動は国

際的な企業取引および海外の国々での製品価格やコストに影響を及ぼすとともに、海外における投資資産

・負債価値にも影響を与えます。

このため為替の変動のリスクを軽減またはヘッジするための対策を行っておりますが、完全にリスクの

排除はできません。急激な為替変動等は、当社グループの事業、業績および財政状況に影響を及ぼす可能性

があります。

また、連結財務諸表の作成において、在外子会社の現地通貨建て財務諸表を円換算しておりますので、在

外子会社の現地通貨による価値が変わらなかったとしても、換算時の為替相場により換算後の価値が影響

を受ける可能性があります。

（金利の変動によるリスク）

当社グループは、金利の変動リスクを回避するための対策を行っておりますが、金利の変動は営業費用、

支払利息、受取利息あるいは金融資産・負債の価値に影響を与え、当社グループの事業、業績および財政状

況に影響を及ぼす可能性があります。

（価格競争によるリスク）

当社グループが製造・販売する電子部品市場における価格競争は日本企業に加え、アジア企業の台頭等

により熾烈を極めております。

当社グループは、コスト競争力強化のための国内外生産体制の再編や拡充、高付加価値製品開発のスピー

ドアップ、グローバルな販売体制および顧客サービスの強化等を図っておりますが、価格競争の激化による

製品価格の下落は当社グループの事業、業績および財政状況に影響を及ぼす可能性があります。
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（原材料等の調達に関するリスク）

当社グループは、外部の供給元から原材料等を購入しております。

それらの供給状況の悪化や価格高騰等が当社グループの生産やコストに影響を与え、当社グループの事

業、業績および財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

（海外進出に潜在するリスク）

当社グループは生産または販売活動を米国、欧州、東南アジアならびに中国等の海外市場において行って

おります。

これらの海外市場への事業進出には進出先・地域の、1).法律または税制の変更、2).政治または経済要

因、3).為替政策および輸出入に関する法規制等の変更、4).テロ、戦争、その他の社会的混乱等のリスクが常

に内在されております。これらの事象が起きれば、当社グループの事業、業績および財政状況に影響を与え

る可能性があります。

（製品の欠陥によるリスク）

当社グループの製品は、全ての生産工場で国際的な品質管理基準に従い製造されております。しかし、将

来にわたり全ての製品において欠陥がないという保証はありません。

また、製造物責任賠償保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーで

きるという保証はありません。大規模な製品の欠陥は、多額のコストや当社グループの評価に重大な影響を

与え、それにより当社グループの事業、業績および財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

（新商品の開発に関するリスク）

当社グループは、開発のテーマの選択と集中によるスピードアップを図り、高機能化、小型薄型化する顧

客ニーズへの対応力強化に取り組んでおります。

しかしながら、技術の急速な進歩や顧客ニーズの変化に適切に対応できず、期待通りの新商品の開発が進

まない場合には、将来の成長と収益を低下させ、突然の技術革新は当社グループの製品や設備を陳腐化させ

る場合もあり、それらは当社グループの事業、業績および財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

（環境規制に関するリスク）

当社グループは、水質汚濁、有害物質の使用及び取り扱い、廃棄物処理、土壌・地下水汚染を規制する様々

な環境関連法令の適用を受けております。

当社グループは、これらに細心の注意を払いつつ環境汚染の低減に努めておりますが、過去、現在および

将来の事業活動に関し、環境責任を負うリスクを抱えております。将来、環境に関する規制がより厳しくな

り、有害物質等を除去する義務が追加された場合には、これらに係る費用や補償が当社グループの事業、業

績および財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

（災害等によるリスク）

当社グループは、国内外において多数の製造工場を有しており、災害の影響をできるだけ抑えるため費用

対効果を検討のうえ、対策を実施しております。しかしながら大規模な地震や台風、洪水、火災、停電等によ

り操業の中断や輸送不能の事態が発生し、顧客への製品供給が長期間にわたって滞った場合、当社グループ

の事業、業績および財政状況に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当社グループは、新商品・新技術の開発を推進する一方、材料の開発、生産技術の向上、新生産設備の開発

を積極的に行い、市場ニーズに対応した研究開発活動に取り組んでおります。

当連結会計年度における主な研究開発の概要と成果は、次のとおりであります。

　
（コンデンサ事業）

・非固体アルミ電解コンデンサ

縦形チップ及び小形アルミニウム電解コンデンサでは、販売構成比が60％を超える車載電装用途、

カーマルチメディア機器用途等を主体に、さらにこのセグメント分野に注力して販売拡大を目指すべ

く、高耐振動かつ環境対応型の105℃～150℃の高温度長寿命低インピーダンス品等の高付加価値品の開

発を展開しております。

今回2013年１月に期限が迫っているELV指令に対する、アルミ電解コンデンサの鉛フリー化に伴う、Sn

ウィスカ対策技術に関する国内特許を取得し、高耐振動かつ鉛フリー化を実現した105℃並びに125℃高

温度長寿命低インピーダンス品を本格的に海外車載電装最大手メーカーへ供給するとともに、その採用

が拡大しており、車載電装セグメント分野での販売拡大が期待されます。

また、音響用コンデンサにおいては、新たに開発した新規セパレータの採用により高音質を実現した

新規アルミチップ品及びリードタイプの新商品をラインアップ中であり、ＡＶ機器、ナビ、カーオーディ

オメーカーへの拡販を進めてまいります。

　
・電気二重層コンデンサ

電気二重層コンデンサの継続的テーマである高容量化、高エネルギー密度化、広温度範囲保証化、長寿

命化を図るべく、新規活性炭電極や電解液素材開発及び収納効率向上の研究を進めております。

その結果、従来-25℃～+85℃1000時間保証であったＤＨシリーズを3000時間保証に長寿命化しまし

た。またＤＺシリーズについては、定格電圧を2.7Ｖから3.0Ｖに高電圧化し、エネルギー密度の向上を実

現しました。

今後拡大が期待されるスマートメーターのメモリーバックアップ用として、-40℃～+85℃と広温度範

囲の動作保証を実現したＤＨＬシリーズにおいても3000時間保証品化にグレードアップを進めており、

車両、車載電装機器のバックアップ用途にも採用の見通しです。

また、一昨年打ち上げから７年ぶりに帰還した惑星探査機“はやぶさ”に搭載の小惑星探査ロボット

“MINERVA”には駆動用蓄電源として当社のＤＺシリーズが搭載されていたことから、円筒形大容量品

の要求に応えるべく、素材からの基礎開発を進めております。

　
・導電性高分子アルミ固体電解コンデンサ

デジタル家電・ＰＣ・カーナビゲーション等のデジタル機器用途向けとして、業界トップレベルの低

ＥＳＲ・高容量化・高リプル化を図ったＰＶＨ、ＰＶＭ、ＰＶＸ、ＰＶＧ各シリーズを供給しております

が、今回新たに車載電装用途として高電圧の35Ｖ品のサンプル出荷を開始致しました。加えて、より高電

圧の50Ｖ、63Ｖの開発にも着手しております。この製品は新規電解質材料の開発、生産プロセスの開発等

により早期上市をめざしております。

今後、車載電装分野を主体に更なる高電圧化・高容量化・低コスト化を図った製品を開発上市すると

ともに、ニーズにあった高付加価値品への展開を進めてまいります。

　
なお、コンデンサ事業における研究開発費の金額は、１億７千２百万円であります。
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（プリント回路事業）

高信頼性・高付加価値品に注力し、高密度実装や地球環境の要求にも対応した多段ビルドアップ配線

板、高密度配線板、環境調和配線板を開発・量産しております。またお客様の様々なご要望に沿った特殊

仕様品への対応を強化しております。

　
・高信頼性配線板

製造条件や材料の最適化による高信頼性配線板が車電装用や産業用途にお客様の信頼を得ておりま

す。また更に信頼性向上や信号処理の高速化に対応するための高機能材料の採用や製造技術開発を実施

しております。

　
・多段ビルドアップ・超薄板ビルドアップ配線板

ビルドアップ配線板への薄板化・多段化の要求に対応しスタック構造やエニーレイヤー構造の多段

ビルドアップ配線板や超薄板ビルドアップ配線板を量産中です。また最先端の生産設備により層間位置

精度やパターン位置精度を飛躍的に向上させ、多段・高多層やACF接続仕様にも対応しております。

　
・セミフレキ配線板

多層フレキ基板や薄型リジッドフレキ基板の代替品として有効な配線板です。可撓性材料を組み合わ

せることにより、折り曲げ収納可能な配線板や実装後の応力を吸収できる柔軟性配線板を開発しており

ます。

　
・ファインピッチ・小径ビア配線板、モジュール配線板（コアレスエニーレイヤー基板）

ファインピッチ・小径ビア配線板の開発により最先端の高密度配線板を提供いたします。異種金属

めっきや部分めっき、その他特殊仕様のニーズにも対応しております。また、極度の薄型化が求められる

モジュール配線板については、当社オリジナル工法を用いたコアレスエニーレイヤー基板を提案いたし

ます。

　
・フラットスルホール配線板

貫通スルホールに永久穴埋めを行いさらに銅めっきを施すことでスルホール上を平滑にし、その直上

に部品を実装することで高密度実装を可能にした商品です。フラットスルホール基板としての供給はも

ちろんのことビルドアップとのコンビネーション配線板（ＩＶＨ直上スタック型エニーレイヤー基

板）にも対応できます。

　
・環境対応配線板

世界的な地球環境問題に対応するためRoHS・ELV指令・REACH規制をはじめとする様々な環境法規制

やお客様のグリーン調達に遵守適合した配線板、鉛フリーやハロゲンフリーの環境調和型配線板を量産

しております。また含有化学物質に関する環境管理体制の更なるレベルアップに取り組んでおります。

　
なお、プリント回路事業における研究開発費の金額は、２億２千２百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成24年３月30日）現在において当社

グループが判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づいて作

成されております。その作成には会計方針の選択、資産・負債の数値および報告期間における収益・費

用の数値に影響を与える見積りを必要とします。見積りは過去の実績や状況に応じ合理的に判断してお

りますが、実際の結果は、見積りと異なる場合があります。

特に以下の重要な会計方針が連結財務諸表の作成において使用される判断と見積りに影響を及ぼす

と考えております。

① 貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。将来、顧客又は貸

付先の財務状況・経営状況が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上が発生する可能

性があります。

② 繰延税金資産の評価

繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して、将来の課税所得を合理的に見積もっております。

将来の課税所得の見積りが達成できないと判断し、繰延税金資産の回収可能性の評価を変更した場

合、追加の税金費用の計上が必要となる可能性があります。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用は、数理計算上で設定された将来の昇給率、年金資産の期待収益

率、割引率、脱退率の前提条件に基づいて算出されております。

前提条件が実際の結果と異なる場合、または前提条件および年金制度が変更された場合は、退職給付

引当金および退職給付費用に影響を及ぼします。

④ 固定資産の減損会計

固定資産の減損に係る会計基準の適用により、当社グループが保有する固定資産等が減損の対象と

なる場合があり、減損処理が必要となる可能性があります。
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(2) 財政状態の分析

① 資産

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ８千７百万円減少し、253億７千１百万円と

なりました。この主な減少要因は、受取手形及び売掛金の増加７億８千４百万円および有形固定資産の

減少10億９千６百万円によるものであります。

② 負債及び純資産

当連結会計年度末の負債総額は、前連結会計年度末に比べ流動負債が21億３千６百万円増加し、固定

負債が25億５千７百万円減少した結果、216億３千１百万円となりました。この主な増減要因は、支払手

形及び買掛金の減少３億３千９百万円、借入金の増加２億４千４百万円によるものであります。

純資産は、当期純利益の計上などにより、前連結会計年度末に比べ３億３千２百万円増加し、37億３

千９百万円となりました。自己資本比率は、前連結会計期間末の12.6％から14.3%に増加しております。

③ キャッシュ・フロー

「第２  事業の状況  １  業績等の概要(2)キャッシュ・フロー」をご参照下さい。

　
 (3) 経営成績の分析

① 売上高

売上高は前連結会計年度に比べ４億９千１百万円増加し、303億１千１百万円となりました。

事業別にはコンデンサ事業におきましては、前年に比べ対米ドルが期中平均で１割ほどの円高で推

移いたしましたが、グローバルな受注獲得に取り組み、特に欧州車載関連の売上が拡大したことによ

り、売上高は前連結会計年度に比べ２億６千４百万円増加し、84億３千５百万円となりました。

プリント回路事業におきましても、震災による製造子会社の稼動停止や受注の減少があったものの、

高付加価値品の拡販に努めた結果、売上高は前連結会計年度に比べ２億２千７百万円増加し、218億７

千６百万円となりました。

② 営業利益

営業利益は前連結会計年度に比べ９億８千８百万円増加し、12億６千万円となりました。

事業別にはコンデンサ事業におきましては、売上拡大や工場の生産性向上などに努めた結果、前連結

会計年度に比べ３億８千３百万円増加し、３億２千３百万円の営業利益となりました。

プリント回路事業におきましては、高付加価値品の拡販、生産性の改善やコスト削減などに努めた結

果、営業利益は前連結会計年度に比べ６億５百万円増加し、９億３千７百万円となりました。

③ 経常利益及び当期純利益

経常利益は、為替差損の発生などがありましたが、以上の結果から、前連結会計年度に比べ10億８百

万円増加と大幅に改善し、５億９千５百万円の経常利益となりました。

当期純利益は、震災の影響による原状回復費用や工場操業停止期間中の固定費などの災害による損

失のほか、会計基準の変更に伴う資産除去債務の過年度費用などの特別損失計上があったものの、前連

結会計年度に比べ６億４千５百万円改善し、４億５千１百万円の当期純利益となりました。この結果、

１株当たり当期純利益は10円85銭となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資の総額は９億７千６百万円で、生産性および品質向上等を目的とした

投資を行いました。

コンデンサで２億９百万円、プリント回路で７億６千６百万円の投資を行いました。

　

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成23年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社事務所
(横浜市港北区)

コンデンサ
プリント回路

その他設
備

11 ―
―
(―)

9 20
56
(6)

滋賀事業所
(滋賀県長浜市)

プリント回路
工場建物
生産設備

1,466 1,101
594

(27,276㎡)
[18,521㎡]

338 3,500
482
(80)

(注) １  帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、リース資産及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消

費税等は含まれておりません。

２  現在休止中の主要な設備はありません。

３  上記中、土地の［外数］は、連結会社以外からの賃借土地面積であります。

４　上記中、従業員数の(外数)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

５  上記の他、リース契約による主要な賃借設備は次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

滋賀事業所
(滋賀県長浜市)

プリント回路 生産設備 ６年 398 562
　

６  上記の他、連結会社へ賃貸している主要な設備は、次のとおりであります。

会社名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(百万円)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

エルナー東北㈱
白河工場
(福島県西白河郡)

プリント回路
工場建物
生産設備

956 89
1,183

(65,603㎡)
7 2,235
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(2) 国内子会社

平成23年12月31日現在

会社名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

エルナー東北㈱
青森工場
(青森県黒石市)

コンデンサ
工場建物
生産設備

189 555
300

(22,335㎡)
87 1,133 50

エルナー松本㈱
(長野県松本市)

プリント回路
工場建物
生産設備

172 37
164

(10,862㎡)
1 375 24

(注) １  帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、リース資産及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消

費税等は含まれておりません。

２  現在休止中の主要な設備はありません。

　

(3) 在外子会社

平成23年12月31日現在

会社名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

TANIN ELNA 
CO.,LTD.
(タイ国
バンコック市)

コンデンサ
工場建物
生産設備

176 254
164

(89,600㎡)
68 664 872

ELNA PCB(M) 
SDN.BHD.
 (マレーシア国
ペナン州)

プリント回路
工場建物
生産設備

437 979
―
(―)

[11,223㎡]
57 1,474 592

ELNA-SONIC 
SDN.BHD.
(マレーシア国
ペナン州)

コンデンサ
工場建物
生産設備

318 458
―
(―)

[20,242㎡]
9 786 648

(注) １  帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

２  現在休止中の主要な設備はありません。

３  ELNA-SONIC SDN.BHD.の建物及び構築物の一部並びに土地は、連結会社へ賃貸しております。また、建物及び構

築物の一部を連結会社以外から賃借しております。

４  上記中［外数］は、連結会社以外からの賃借土地面積であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名

所在地
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

エルナー株式
会社
滋賀事業所

滋賀県長浜市 プリント回路
プリント回路
製造設備

370 ―
平成24年
１月

平成24年
11月

生産性、品
質向上及び
新商品開発
対応

ELNA PCB(M) 
SDN.BHD.

マレーシア国
ペナン州

プリント回路
プリント回路
製造設備

610 ―
平成24年
１月

平成24年
11月

生産性及び
品質向上対
応

(注) １  上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２  上記設備の所要資金は、自己資金および借入金を充当する予定であります。

　

(2) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 67,800,000

Ａ種優先株式 15,000,000

計 82,800,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年３月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,611,45841,611,458
東京証券取引所
(市場第二部)

(注)１

Ａ種優先株式 15,000,00015,000,000― (注)２

計 56,611,45856,611,458　 　

(注)１  普通株式は、全て議決権を有しており、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株

式数は1,000株であります。

２  Ａ種優先株式の内容は以下のとおりであります。

(１) 単元株式数  1,000株

(２) Ａ種優先配当金

 (イ) 当会社は、剰余金の配当をするときは、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ

種優先株式を有する株主（以下、「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者

（以下、「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、同日の最終の株主名簿に記載または記録され

た当会社の普通株式（以下、「普通株式」という。）を有する株主（以下、「普通株主」という。）また

は普通株式の登録株式質権者（以下、「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株

につき２円（以下、「Ａ種年間優先配当額」という。）に、当該基準日が属する事業年度の初日（同日

を含む。）から当該配当の基準日（同日を含む。）までの日数を乗じ365（当該事業年度が閏年の場合

には366とする。）で除して得られる割合を乗じた額の配当（以下、「Ａ種優先配当」という。）をす

る。ただし、すでに当該事業年度に属する日を基準日とするＡ種優先配当をしたときは、かかるＡ種優

先配当の累積額を控除した額とする。

 (ロ) ある事業年度において、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対してした剰余金の配当の額

がＡ種年間優先配当額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。
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(ハ) Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種年間優先配当額を超えて剰余金の配当を

しない。ただし、当会社が吸収分割をする場合において会社法（平成17年法律第86号）第758条第８号ロ

もしくは同法第760条第７号ロに規定する剰余金の配当をするとき、または当会社が新設分割をする場

合において同法第763条第12号ロもしくは同法第765条第１項第８号ロに規定する剰余金の配当をする

ときに、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対してＡ種年間優先配当額を配当した後に、普

通株主または普通登録株式質権者に対して剰余金の配当をするときは、同時に、Ａ種優先株主またはＡ

種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先株式１株当たり、普通株式１株当たりの剰余金の配当額と同

一額の配当をする。

(３) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主または普

通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき100円を支払う。Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式

質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(４) 議決権

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。なお、議決権に差

異を設けた理由は、当社の資金調達手段の選択肢を広げるためである。

(５) 転換請求権

Ａ種優先株主は、下記の転換請求期間中、下記に定める転換の条件で、当会社に対して、Ａ種優先株式を取得す

ることを請求することができるものとし、当会社は、Ａ種優先株主が取得の請求をしたＡ種優先株式を取得す

るのと引換えに、当会社の普通株式を当該Ａ種優先株主に対して交付する（以下「転換」という。）ものとす

る。

① 転換請求期間

Ａ種優先株式の転換を請求し得べき期間（以下、「転換請求期間」という。）は、平成18年10月１日から

平成28年３月31日までとする。

② 転換の条件

(ア) 当初転換価額

当初転換価額は、100円とする。

(イ) 転換価額の調整

（ａ） 以下の(ⅰ)ないし(ⅳ)のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式（以

下、「転換価額調整式」という。）により調整し、以下の(ⅴ)に該当する場合には、転換価

額を(ⅴ)に定めるところに従い調整する。転換価額調整式を用いる計算については、円位

未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。

　
　 　 　 　  

(既発行普通株式数－自己株式数)＋

新規発行
普通株式数

×
１株あたりの
払込金額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
１株あたりの時価

(既発行普通株式数－自己株式数)＋新規発行普通株式数
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(ⅰ) 転換価額調整式に使用する時価を下回る金額をもって普通株式を発行または当会社が保有

する普通株式（以下、「自己株式」という。）を処分する場合（無償割当ての場合を含む

が、普通株式の交付と引換えに取得される株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。以下本(イ)において同じ。）の取得による場合または普通株式を目的

とする新株予約権の行使による場合を除く。）

調整後の転換価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。無償

割当ての場合にはその効力が生じる日。以下本(ａ)において同じ。）の翌日以降、または株

主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日（無償割当てにかかる基準日を

定めた場合には当該基準日。）（以下、「株主割当日」という。）がある場合はその日の翌

日以降これを適用する。なお、自己株式の処分の場合には、転換価額調整式における「新規

発行普通株式数」は「処分自己株式数」、「１株あたりの払込金額」は「１株あたりの処

分価額」、「自己株式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。

(ⅱ) 株式の分割をする場合

調整後の転換価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以降これを適用する。なお、この場

合、転換価額調整式における「（既発行普通株式数－自己株式数）」は「既発行普通株式

数」、「新規発行普通株式数」は「株式の分割により増加する普通株式数」とそれぞれ読

み替える。

ただし、分配可能額から資本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の

分割をする旨取締役会で決議する場合であり、かつ当該分配可能額の資本組入の決議をす

る株主総会の終結の日以前の日を株式の分割にかかる基準日とする場合には、調整後の転

換価額は、当該分配可能額の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを

適用する。なお、上記但書の場合において、株式分割にかかる基準日の翌日から当該分配可

能額の資本組入の決議をした株主総会の終結の日までに転換を請求した者に対しては、次

の算出方法により、当会社の普通株式を発行する。

　

 

株式数
 

＝
(調整前転換価額－調整後転換価額)×

(調整前転換価額をもって転換により
当該期間内に発行された株式数)

調整後転換価額

　
(ⅲ) 転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式の交付と引換えに当会社に

取得される株式、新株予約権もしくはその他の証券または当会社に対して取得を請求でき

る株式、新株予約権もしくはその他の証券を発行もしくは処分する場合（無償割当ての場

合を含む。）、または権利行使により転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって

普通株式又は普通株式の交付と引換えに当会社に取得される株式その他の証券もしくは当

会社に対して取得を請求できる株式その他の証券の交付を受けることができる新株予約権

を発行する場合（無償割当ての場合も含む。）

調整後の転換価額は、かかる株式、新株予約権もしくはその他の証券の払込期日（新株予

約権の場合は割当日。以下本(ａ）において同じ)に、無償割当ての場合にはその効力が生

じる日（無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本(ａ)において同

じ。）に、また、株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式、新株予約

権、またはその他の証券の全てが当初の条件で取得又は行使等され普通株式が交付された

ものとみなし、その払込期日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日以降、

また株主割当日がある場合にはその翌日以降これを適用する。以後の調整においては、か

かるみなし株式数は、実際に当該取得または新株予約権の行使がなされた結果発行された

株式数を上回る限りにおいて既発行の普通株式数に算入される（下記(ⅳ)も同様とす

る。）。
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(ⅳ) 普通株式の交付と引換えに当会社に取得される株式その他の証券もしくは当会社に対して

取得を請求できる株式その他の証券の交付を受けることができる新株予約権または普通

株式を目的とする新株予約権であって、取得の価額または新株予約権の行使に際して出資

される財産の１株当たりの価額がかかる新株予約権の割当日において確定しておらず後

日一定の日（以下、「価額決定日」という。）の価額を基準として確定されるものを発行

（無償割当ての場合を含む。）した場合において、決定された取得の価額または新株予約

権の行使に際して出資される財産の１株あたりの価額が転換価額調整式に使用する時価

を下回る場合、調整後の転換価額は、当該価額決定日に残存する当該株式の全てが転換ま

たは全ての新株予約権が行使されたものとみなし、価額決定日の翌日以降これを適用す

る。

(ⅴ) 普通株式の併合をするときは、株式の併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価

額を調整する。

　

調整後転換価額＝調整前転換価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

　

(ｂ) 上記(ａ)に掲げる場合のほか、合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の

全部の取得、株式移転または会社の分割等その他普通株式の発行済株式数の総数（但し、当会

社が保有する普通株式の数を除く。）の変更または変更の可能性を生じる事由の発生により

転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が合理的と判断する転換価額に調整する。

(ｃ) 転換価額調整式に使用する１株あたりの時価とは、調整後転換価額を適用する日（但し、上記

(ａ)(ⅱ)但書の場合には当該基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示がある場合は気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第１位まで算出し、

その小数第１位を四捨五入する。なお、上記45取引日の間に、上記(ａ)または(ｂ)で定める転

換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、上記(ａ)または(ｂ)に準じて取締役会が

合理的と判断する値に調整される。

(ｄ) 転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効

な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場

合はその日、もしくは株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日

における当会社の発行済普通株式数とする。

(ｅ) 転換価額調整式に使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

(ⅰ) 上記(ａ)(ⅰ)の転換価額調整式で使用する時価を下回る金額をもって普通株式を発行また

は自己株式を処分する場合（普通株式の交付と引換えに取得される株式もしくは新株予

約権の取得による場合または普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合を除

く。）には、当該払込金額または処分価額（金銭以外の財産による払込みの場合にはその

適正な評価額）。なお、当該普通株式を無償割当てする場合には０円とする。

(ⅱ) 上記(ａ)(ⅱ)の株式の分割をする場合は０円

(ⅲ) 上記(ａ)(ⅲ)の転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式の交付と引

換えに当会社に取得される株式、新株予約権もしくはその他の証券または当会社に対して

取得を請求できる株式、新株予約権もしくはその他の証券を発行もしくは処分する場合

（無償割当ての場合を含む。）、または上記(ａ)(ⅲ)で定める内容の新株予約権を発行す

る場合(無償割当ての場合を含む。)は、当該取得の価額または当該新株予約権の行使に際

して出資される財産の１株あたりの価額
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(ⅳ) 上記(ａ)(ⅳ)の場合は、価額決定日に決定された取得の価額または新株予約権の行使に際

して出資される財産の１株あたりの価額

(ｆ) 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にと

どまるときは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とす

る事由が発生し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて

調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

③ 転換により交付すべき普通株式数

　

転換により交付
すべき普通株式数

＝

Ａ種優先株主が転換請求のために提出した
Ａ種優先株式の発行価額の総額

転換価額

　

転換により交付すべき普通株式数の算出にあたっては、１株に満たない端数が生じたときは、これを切り

捨てる。

(６) 一斉転換条項

当会社は、転換請求期間中に転換請求のなかったＡ種優先株式を、同期間の末日の翌日（以下、「一斉転換基

準日」という。）をもって、Ａ種優先株式１株の払込金額相当額を、一斉転換基準日において有効な転換価額

で除して得られる数の普通株式と引換えに取得する。上記の普通株式の数の算出に当たって、１株に満たない

端数が生じたときは、会社法第234条に従いこれを取り扱う。

(７) 株式の併合または分割、募集株式の割当て等

当会社は、Ａ種優先株式について株式の併合または分割を行わない。また、当会社は、Ａ種優先株主に対し、募

集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割

当ては行わない。

(８) 種類株主総会の決議

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはない。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

エルナー株式会社(E01925)

有価証券報告書

 23/113



　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年５月２日

(注)1
―

普通株式
41,611,458

優先株式
15,000,000

― 3,508 △1,125 496

(注) １ 資本準備金の減少は、平成19年３月29日開催の定時株主総会決議に基づき、債権者保護手続を完了し、その他資
本剰余金へ振替したものであります。

　

(6) 【所有者別状況】

①  普通株式
平成23年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 10 23 41 4 3 3,0243,105 ―

所有株式数
(単元)

― 3,350 305 8,851 113 20 28,91941,55853,458

所有株式数
の割合(％)

― 8.06 0.73 21.30 0.27 0.05 69.59100.00 ―

(注) １  自己株式19,380株は、「個人その他」に19単元および「単元未満株式の状況」に380株、それぞれ含めて記載

しております。
　

②  Ａ種優先株式
平成23年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― ― ― ― 2 2 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― ― ― ― 15,00015,000 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ― 100.00100.00 ―
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(7) 【大株主の状況】

所有株式数別

平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本産業第二号投資事業有限
責任組合

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号
27,512
(13,756)

48.59

旭硝子株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目５番１号 6,653 11.75

日本産業第二号パラレル投資
事業有限責任組合

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号
2,488
(1,244)

4.39

新木産業株式会社 滋賀県長浜市高月町森本95番地 1,663 2.93

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,256 2.21

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,060 1.87

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 500 0.88

木下  武彦 滋賀県長浜市 314 0.55

大塚  裕司 東京都新宿区 278 0.49

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 208 0.36

計 ―
41,933
(15,000)

74.07

（注）所有株式数の（  ）内は内書きでＡ種優先株式数であります。

　

所有議決権数別

平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権
に対する
所有議決権数
の割合(％)

日本産業第二号投資事業有限
責任組合

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 13,756 33.11

旭硝子株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目５番１号 6,653 16.01

新木産業株式会社 滋賀県長浜市高月町森本95番地 1,663 4.00

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,256 3.02

日本産業第二号パラレル投資
事業有限責任組合

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 1,244 2.99

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,060 2.55

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 500 1.20

木下  武彦 滋賀県長浜市 314 0.75

大塚  裕司 東京都新宿区 278 0.66

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 208 0.50

計 ― 26,932 64.83
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

15,000,000
―

１[株式等の状況]の(1)「株式の総
数等」に記載しております。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 19,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

41,539,000
41,539 ―

単元未満株式 普通株式 53,458 ― ―

発行済株式総数 56,611,458― ―

総株主の議決権 ― 41,539 ―

(注)  「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式380株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
エルナー株式会社

横浜市港北区新横浜
三丁目８番11号

19,000 ― 19,000 0.03

計 ― 19,000 ― 19,000 0.03
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、株式報酬型ストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、取締役に対する株式報酬型ストックオプションとしての報酬等の額を、既に株主総会にお

いて承認されている取締役報酬年額80百万円以内(但し、使用人分給与は含まない)とは別枠で、平成24年

３月29日開催の第76回定時株主総会の日から１年の年額40百万円を上限として設定すること等につき、

当株主総会において決議されたものであります。

当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法によるものであり、その内容は次のとおりであ

ります。

決議年月日 平成24年３月29日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役(社外取締役を除く) (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数

500個を平成24年３月29日開催の第76回定時株主総会の日から１年以内

の日に発行する新株予約権の数の上限とする。各新株予約権の目的であ

る株式の数(以下、「付与株式数」という。)は1,000株とする。(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 (注)３

新株予約権の行使期間
割当日後２年を経過した日より８年以内で当社取締役会で定める期間

とする。

新株予約権の行使の条件 当社取締役会において定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株式予約権の取得については、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
―

(注) １　提出日現在において、当社取締役(社外取締役を除く)は４名であります。

２　当社が当社普通株式につき、株式分割(当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同

じ。)又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整する。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・併合の比率

また、上記のほか、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与株式数を調整す

ることができる。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端株は、これを切り捨てる。

当社普通株式500,000株を第76回定時株主総会の日から１年以内の日に発行する新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式数の上限とし、付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に上

記新株予約権の上限数を乗じた数を株式数の上限とする。

３　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受ける

ことができる株式１株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日(以下、「割当日」という。)の属する月の前月の各日(取引が成立しな

い日を除く。)の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(以下、「終値」という。)の平均値に

1.05を乗じた金額(１円未満の端数は切り上げる。)又は割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立

つ直近の取引日の終値)のいずれか高い金額とする。

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、時価を下回る価額で新株式の

発行又は自己株式の処分を行う場合(会社法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基

づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使による場合を除く。)又は他

の種類株式の普通株主への無償割当て若しくは他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合等、行使価額

の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

 
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 155 11,470

当期間における取得自己株式 ― ―

(注) 当期間における取得自己株式には、平成24年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移
転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 19,380 ― 19,380 ―

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成24年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置づけたうえで、財務体質の

強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本

方針としております。

当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を行うこととしており、決定機関は、株主総会であります。

なお、当社は定款に、剰余金の配当の基準日については、12月31日のほか、基準日を定めて剰余金の配

当をすることができる旨、また、剰余金の配当の決定機関については、会社法第459条第１項各号に定め

る事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる

旨をそれぞれ定めております。

当期の配当につきましては、繰越利益剰余金がマイナスであることから、無配とさせて頂きました。

今後、引き続き業績の回復に全社をあげて対処し、早期に復配できますよう努力してまいります。

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

最高(円) 265 264 123 147 106

最低(円) 118 92 62 72 50

(注)  １.株価は、東京証券取引所(市場第二部)の市場相場によるものであります。  

２.上記の株価は、当社の普通株式に係るものであり、当社Ａ種優先株式は非上場のため該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 101 86 77 74 74 84

最低(円) 83 67 69 67 65 72

(注)  １.株価は、東京証券取引所(市場第二部)の市場相場によるものであります。

２.上記の株価は、当社の普通株式に係るものであり、当社Ａ種優先株式は非上場のため該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長執行役
員

吉  田  秀  俊 昭和31年11月20日生

昭和55年４月

 
平成18年６月

平成20年６月

平成20年10月

平成21年６月

 
 
平成23年１月

 
平成24年２月

平成24年３月

 

日本ビクター㈱（現、㈱JVCケン

ウッド）入社

同社取締役

同社常務取締役

同社代表取締役社長

JVC・ケンウッド・ホールディ

ングス㈱（現、㈱JVCケンウッ

ド）取締役

オプトレックス㈱取締役副社長

執行役員兼営業本部長

当社入社

当社代表取締役 社長執行役員

(現在)

平成23年12月

期にかかる定

時株主総会の

終結時から平

成24年12月期

にかかる定時

株主総会の終

結時まで

―

取締役

上席執行役
員
経営企画部
長
管理部管掌

安  藤  正  直 昭和31年３月29日生

昭和53年12月

平成７年３月

平成７年８月

平成９年８月

 
平成20年１月

平成20年７月

平成21年３月

 
平成21年６月

 
平成23年１月

当社入社

当社管理部経理グループ主査

ELNA PCB(M)SDN.BHD.出向

当社社長室経理グループリー

ダー

当社経営企画部長(現在)

当社執行役員

当社取締役(現在)

管理部管掌(現在)

ELNA PCB(M)SDN.BHD.取締役(現

在)

当社上席執行役員(現在)

プリント回路事業本部副本部長

平成23年12月

期にかかる定

時株主総会の

終結時から平

成24年12月期

にかかる定時

株主総会の終

結時まで

普通株式
34.0

取締役

上席執行役
員
プリント回
路事業本部
長兼プリン
ト回路事業
本部滋賀事
業所長

森  内  　孝 昭和35年８月29日生

昭和58年４月

 
平成12年７月

平成19年11月

 
平成23年９月

 
 
平成24年１月

 
 
 
 
 
平成24年３月

日本電装㈱（現、㈱デンソー）

入社

同社ITS事業部室長

DENSO WIRELESS SYSTEMS

AMERICA.INC.社長

当社入社

当社プリント回路事業本部上席

執行役員(現在)

当社プリント回路事業本部長兼

同本部滋賀事業所長(現在)

エルナー松本㈱代表取締役(現

在)

ELNA PCB(M)SDN.BHD.取締役(現

在)

当社取締役(現在)

平成23年12月

期にかかる定

時株主総会の

終結時から平

成24年12月期

にかかる定時

株主総会の終

結時まで

普通株式
1.0

取締役

上席執行役
員
コンデンサ
事業本部長
兼資材部長

多 田 井 督 雄 昭和36年10月15日生

昭和59年３月

平成20年１月

 
平成20年12月

 
 
平成21年２月

 
平成22年４月

 
平成23年１月

 
平成24年１月

 
 
 
平成24年３月

当社入社

当社コンデンサ事業本部事業戦

略部長

当社コンデンサ事業本部マーケ

ティング統括部長兼販売戦略部

長

当社コンデンサ事業本部営業統

括部長

ELNA　ELECTRONICS(S) PTE.LTD.

代表取締役(現在)

当社執行役員コンデンサ事業本

部副本部長

当社上席執行役員コンデンサ事

業本部長兼資材部長(現在)

TANIN ELNA CO.,LTD.代表取締

役(現在)

当社取締役(現在)

平成23年12月

期にかかる定

時株主総会の

終結時から平

成24年12月期

にかかる定時

株主総会の終

結時まで

普通株式
9.0
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 　 高  嶋  象  一 昭和23年11月28日生

昭和47年４月

 
平成11年２月

平成12年８月

平成14年４月

平成18年３月

 
平成18年４月

平成21年４月

㈱日本興業銀行(現、㈱みずほ

コーポレート銀行)入行

同行日比谷支店長

同行東京営業第四部長

鉱研工業㈱取締役副社長

日本産業パートナーズ㈱マネー

ジングディレクター

当社取締役(現在)

日本産業パートナーズ㈱シニア

エグゼクティブ(現在)

平成23年12月

期にかかる定

時株主総会の

終結時から平

成24年12月期

にかかる定時

株主総会の終

結時まで

―

取締役 　 安  枝      太 昭和43年11月９日生

平成３年４月

 
平成13年９月

 
 
平成17年６月

 
平成18年４月

平成23年４月

東洋信託銀行㈱(現、三菱UFJ信

託銀行㈱)入社

㈱グローバルマネジメントディ

レクションズ(KPMGメンバー

ファーム)入社

日本産業パートナーズ㈱ヴァイ

スプレジデント

当社取締役(現在)

日本産業パートナーズ㈱プリン

シパル(現在)

平成23年12月

期にかかる定

時株主総会の

終結時から平

成24年12月期

にかかる定時

株主総会の終

結時まで

―

常勤監査役 　 菊  地  恒  夫 昭和25年３月１日生

昭和48年４月

 
平成６年２月

 
平成10年８月

平成15年10月

 
 
平成23年３月

平成23年６月

平成24年３月

㈱第一勧業銀行(現、㈱みずほ

コーポレート銀行)入行

同行外国業務推進部外国事務グ

ループ次長

同行ソウル支店長

ファミリーコーポレーション㈱

(現、㈱日本アクセス)常務取締

役

㈱日本アクセス取締役

同社理事

当社常勤監査役(現在)

平成23年12月
期にかかる定
時株主総会の
終結時から平
成27年12月期
にかかる定時
株主総会の終
結時まで

―

監査役 　 大  坪  健  雄 昭和23年７月２日生

昭和46年４月

 
平成11年６月

 
平成14年６月

 
平成18年６月

平成22年６月

 
平成22年６月

 
平成23年10月

 
平成24年３月

㈱日本興業銀行(現、㈱みずほ

コーポレート銀行)入行

同行執行役員東南アジア委員長

みずほ総合研究所㈱専務取締役

日産自動車㈱常勤監査役

日証金信託銀行㈱非常勤監査役

(現在)

長野計器㈱非常勤監査役(現在)

(財)新日本フィルハーモニー交

響楽団専務理事(現在)

当社監査役(現在)

平成23年12月
期にかかる定
時株主総会の
終結時から平
成26年12月期
にかかる定時
株主総会の終
結時まで

―

監査役 　 岡  本      洋 昭和30年８月21日生

昭和53年４月

平成13年８月

平成15年２月

平成17年７月

平成19年４月

平成22年１月

平成22年３月

平成23年４月

旭硝子㈱入社

同社経営管理室主幹部員

同社監査室主幹

同社監査室統括主幹

同社経営企画室統括主幹

同社経理・財務室統括主幹

当社監査役(現在)

旭硝子㈱社長室統括主幹(現在)

平成23年12月

期にかかる定

時株主総会の

終結時から平

成27年12月期

にかかる定時

株主総会の終

結時まで

―

計 44.0

　 (注)  １．取締役高嶋象一、安枝太の各氏は会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２．監査役菊地恒夫、大坪健雄および岡本洋の各氏は会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

３．当社は執行役員制度を導入しております。執行役員は取締役兼務者も含め６名で、上記のほか、村嶌宏之（管

理部長）、久野資洋（プリント回路事業本部営業部長、平成23年９月１日付）で構成されております。
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４．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。
　

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

江  成  郁  夫 昭和37年11月16日生

昭和60年４月

平成14年７月

 

平成18年７月

平成20年１月

平成21年３月

平成22年１月

平成23年４月

旭硝子㈱入社

同社電子部材事業本部半導体・回路

事業部主幹

同社経営企画室主幹

同社経営企画室統括主幹

当社補欠監査役

旭硝子㈱経理・財務室統括主幹

同社社長室統括主幹(現在)

―

　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

当社グループは、株主、顧客、従業員、資材取引先等ステークホルダーの期待に応えるべく、企業価値の

最大化を図るため、取締役会・監査役会制度を基軸として透明公正かつ効率的な経営を確保し、コーポ

レート・ガバナンスの強化に努めてまいります。

Ⅰ．会社の機関の内容

(ア) 当社は、グループ企業の経営陣に当社取締役はじめ経営幹部をあてるとともに、毎月の定例取締

役会または必要に応じて開催される臨時取締役会において、当社及びグループ企業の経営上の

重要事項を審議・決定しております。

取締役会の運営については、公正で透明度の高い経営を実現するために、２名の社外取締役に加

わって頂いており経営の助言を受けております。

なお、経営環境の変化や企業活動の迅速化に対応する経営体制を構築するため、各取締役の事業

年度における経営責任を明確にする趣旨で取締役の任期を１年にしております。

また、当社は、「経営の意思決定および監督機能」と「業務執行機能」の分離を目指し、「執行

役員制度」を導入しております。

(イ) 当社は監査役制度を採用しておりますが、監査役会は現在、社外監査役３名で構成され、経営全般

にわたる監査についての意見交換を行って監査を実施し、また必要に応じ監査役の立場から経

営に対する意見具申も行っております。

また、常勤監査役は、取締役会や経営会議をはじめとする社内の重要会議の全てに出席し、業務

執行を監視する体制をとっております。

Ⅱ．内部統制システムの整備の状況

業務の適正を確保するための体制として、以下を取締役会で決議しております。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

  (1)コンプライアンス体制推進に関する施策の企画と実行管理を行っております。

(2)法令、企業倫理に沿った行動を徹底するために「エルナーグループ行動原則および行動基

準」に基づき、教育・研修等の徹底を図っております。

(3)コンプライアンスに関わる通報や相談に対応するため社内窓口に加え、弁護士事務所にも通

報・相談窓口（ヘルプライン）を設置する等、コンプライアンス体制推進に関する施策の企

画と実行管理を行い、その実効性確保に努めております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

(1)法令および「文書管理規定」に基づき取締役の職務執行に係る情報を文書（電磁的記録を含

む。以下同じ。）に記録し、保存しています。

(2)取締役および監査役は必要に応じて前項の文書を閲覧できるものとしています。

(3)重要書類・情報の機密保持については、個人情報保護および企業秘密管理の重要性に鑑み徹

底を図っております。

３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制
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(1)経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクについて各担当部門を中心

に常時把握に努め、必要に応じ会計監査人、顧問弁護士等の助言を受け、取締役会、経営会議に

報告、審議を実施しております。

(2)「リスク管理規定」に基づき、実効的なリスク管理を行っております。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)取締役の職務執行の効率化を図るため、取締役会による中期計画の策定と各部門の目標およ

び具体的な業績管理指標の設定を行い、定時あるいは臨時取締役会において、重要事項の決定

ならびに取締役の業務執行の状況の監督を行うとともに業績の管理と対策を実施しておりま

す。

(2)「職制および職務権限規定」に基づく職務分掌、職務権限による意思決定ルールに従い職務

を執行しております。

５．当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

(1)子会社、関連会社（以下、グループ会社という。）の役員、従業員についても当社の「エルナー

グループ行動原則および行動基準」を適用し、グループ全社にわたりコンプライアンスの徹

底を図っております。

(2)グループ会社においても、「職制および職務権限規定」に定めたグループ会社共通の職務権

限に基づき、一定の重要事項については、当社ならびに当社取締役会において審議、決裁する

ことにより業務執行の適正を確保しております。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項およびその使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、その必要性について、担当

取締役と監査役が協議し、決定いたします。

(2)当該使用人の異動、評価、懲戒処分等については、監査役の同意を要することとし、当該使用人

の取締役からの独立性を確保しております。

７．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役および使用人は、当社またはグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実等

を発見した場合には、法令および社内規定に基づき監査役に報告しております。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)取締役会、経営会議等の重要な会議に監査役が出席し、必要に応じて取締役または使用人にそ

の説明を求めております。

(2)代表取締役と監査役の会合を定期的に開催しております。

(3)内部監査担当と監査役の会合を定期的に開催し、監査役が、内部監査の実施計画およびその結

果等の情報を入手できる体制をとっております。

(4)監査役が、内部監査担当、会計監査人等からの報告や意見交換を通じ、連携して監査の実効性

を高めております。
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Ⅲ．リスク管理体制の整備の状況

当社を取り巻く多様なリスクについて、各担当部門を中心に常時把握に努め、リスクの態様に応じ、そ

の対応について、必要に応じて会計監査人、顧問税理士、顧問弁護士等の助言を受け、経営会議、取締役会

等、所定の手続で審議・決定しております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制の整備の状況の模式図は次のとおりであります。

　

　

②  内部監査及び監査役監査

(ア) 当社はコンプライアンス、業務の効率化を担保する内部統制システムの整備を進めるとともに、

管理職の職責としてコンプライアンス上の問題点等を全社的視点で相互に指摘することにより

実効性のある内部監査体制の推進に努めております。また、内部監査室（２名）と監査役との連

携により監査体制の充実を図っております。

(イ) 監査役は、監査役会において相互に職務執行の状況について報告を行うとともに、会計監査人と

は、監査計画ならびに監査実施状況を基に、必要ある都度相互の情報交換・意見交換を行うなど

連携を密にして、監査の実効性と効率性の向上に努めております。また、内部監査室は、監査役、

会計監査人との緊密な連携のもと、内部監査計画に基づき、定期的に監査を行うとともに、必要

に応じて臨時監査も行いながら、業務執行が経営方針、関係法規、社内規定・基準等に準拠して、

適法かつ適正・合理的に行われているかについて監査するとともに、必要に応じて改善提案を

行っております。
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③  社外取締役及び社外監査役

当社は、社外取締役の独立した立場からの視点を取締役会に反映させることにより、取締役会の活性

化及び取締役への監視機能の強化を図り、透明公正かつ効率的な経営判断が確保でき、また、社外監査役

３名からなる監査役会にて、経営監視機能の客観性、中立性が充分確保されているものと判断し、社外取

締役２名、社外監査役３名の体制をとっております。

当社の社外取締役２名は、当社総株主の議決権の33.1%を所有している日本産業第二号投資事業有限

責任組合および3.0%を所有している日本産業第二号パラレル投資事業有限責任組合を運営する日本産

業パートナーズ㈱の従業員であります。

当社は、社外監査役３名のうち、当社総株主の議決権の16.0％を所有している旭硝子㈱の従業員１名、

メインバンクである㈱みずほコーポレート銀行出身者２名を選任しております。

また、社外監査役である大坪健雄氏は、幅広い業種の業務執行と監査役経験を有し、その豊富な経験と

幅広い知識を活かして取締役の職務執行を監査し、透明公正かつ効率的な経営の確保をすることができ

ることから、独立役員として指定しております。

　
④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

35 26 ― 9 4

監査役
(社外監査役を除く。)

― ― ― ― ―

社外役員 23 21 ― 2 4

（注）１．上記の退職慰労金は当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額であります。

２．取締役の報酬の額には、使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含まれておりません。

　

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
　

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

　

ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。
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⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         ９銘柄

貸借対照表計上額の合計額      125百万円

　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 93,000 40取引関係維持・発展のため

　

(当事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 93,000 30取引関係維持・発展のため

コーセル㈱ 16,693 18取引関係維持・発展のため

カシオ計算機㈱ 10,581 4 取引関係維持・発展のため

サクサＨＤ㈱ 4,789 0 取引関係維持・発展のため

(注) 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１を超える銘柄はありません。
　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　
⑥  会計監査の状況

当社は新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法および金融商品取引法に基づく会計監査

を委嘱しております。また、監査役とも年間予定、業務報告等の定期的な打合せを含め、随時情報交換を

行うことで相互の連携を高めております。

なお、当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおり

です。継続監査年数については７年を超える者がいないため、記載を省略しております。

  ・業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員  業務執行社員  ：  北川　卓哉

指定有限責任社員  業務執行社員  ：  森田  高弘

  ・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士  ４名    その他  ４名

（注）その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。
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⑦ 社外取締役及び社外監査役の責任限定契約

会社法第423条第１項に該当する行為により会社に損害を与えた場合において職務を行うにつき善意

かつ重過失ないときは、会社法第427条第１項および同法第425条第１項に定められる金額を上限として

会社に対し損害賠償責任を負います。

また、社外監査役とも同様の責任限定契約を締結しております。

　
⑧ 取締役の定数および選任の決議要件

当社の取締役は15名以内とし、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議は、

累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

　
⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

当社は、機動的な資本政策および配当政策を図るため、剰余金の配当等、会社法第459条第１項各号に

定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって定めることがで

きる旨を定款に定めております。

また、当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426

条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、会社法第423条第１項の行為に関する取締役（取締役

であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除す

ることができる旨を定款に定めております。

　
⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を

定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の

円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　
⑪ 議決権制限株式

当社は、資金調達手段の選択肢を広げるため、会社法第108条第１項第３号に定める内容（いわゆる

議決権制限）について普通株式と異なる定めをした議決権のないＡ種優先株式を発行しております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 37 ― 37 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 37 ― 37 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

当社の連結子会社であるELNA-SONIC SDN.BHD.は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに

属しているErnst&Youngに対して１百万円を報酬として支払っております。

（当連結会計年度）

当社の連結子会社であるTANIN ELNA CO.,LTD.及びELNA-SONIC SDN.BHD.は、当社の監査公認会計士

等と同一のネットワークに属しているErnst&Youngに対して２百万円を報酬として支払っております。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

会計監査人に対する報酬の額の決定に関する方針は、代表取締役が監査役会の同意を得て定める旨

を定款に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成22年１月１日から平成

22年12月31日まで)及び前事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)及び当事業年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備

するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへの参加等を行っております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,838 1,869

受取手形及び売掛金 6,008 6,793

商品及び製品 2,257 2,373

仕掛品 1,298 1,359

原材料及び貯蔵品 1,715 1,662

繰延税金資産 116 169

その他 180 279

貸倒引当金 △51 △51

流動資産合計 13,364 14,454

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※２
 9,073

※２
 9,015

減価償却累計額 △4,961 △5,255

建物及び構築物（純額） 4,112 3,759

機械装置及び運搬具 18,534 18,142

減価償却累計額 △14,507 △14,666

機械装置及び運搬具（純額） 4,027 3,475

工具、器具及び備品 3,168 3,101

減価償却累計額 △2,756 △2,736

工具、器具及び備品（純額） 412 365

土地 ※２, ※５
 2,476

※２, ※５
 2,419

リース資産 123 133

減価償却累計額 △14 △37

リース資産（純額） 108 95

建設仮勘定 346 269

有形固定資産合計 11,482 10,386

無形固定資産

借地権 102 92

施設利用権 12 12

のれん 63 47

その他 18 17

無形固定資産合計 197 170

投資その他の資産

投資有価証券 ※１
 179

※１, ※２
 134

長期貸付金 436 431

長期未収入金 1,549 1,516

繰延税金資産 15 16

その他 68 61

貸倒引当金 △1,834 △1,801

投資その他の資産合計 414 359

固定資産合計 12,094 10,916

資産合計 25,459 25,371
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,770 5,431

短期借入金 ※２
 3,441

※２
 5,580

1年内返済予定の長期借入金 ※２
 3,965

※２
 4,259

1年内償還予定の社債 300 300

リース債務 22 24

未払法人税等 57 71

設備関係支払手形 295 118

その他 904 1,109

流動負債合計 14,757 16,894

固定負債

社債 450 150

長期借入金 ※２
 4,635

※２
 2,447

リース債務 91 79

繰延税金負債 41 3

再評価に係る繰延税金負債 ※５
 259

※５
 213

退職給付引当金 1,626 1,685

役員退職慰労引当金 56 68

その他 132 90

固定負債合計 7,294 4,737

負債合計 22,052 21,631

純資産の部

株主資本

資本金 3,508 3,508

資本剰余金 496 496

利益剰余金 △435 40

自己株式 △4 △4

株主資本合計 3,565 4,041

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △11 △25

土地再評価差額金 ※５
 389

※５
 395

為替換算調整勘定 △729 △784

その他の包括利益累計額合計 △351 △413

少数株主持分 193 112

純資産合計 3,407 3,739

負債純資産合計 25,459 25,371
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 29,819 30,311

売上原価 ※１
 26,409

※１
 26,010

売上総利益 3,410 4,301

販売費及び一般管理費 ※２, ※３
 3,137

※２, ※３
 3,040

営業利益 272 1,260

営業外収益

受取利息 4 2

受取配当金 3 4

助成金収入 － 16

雑収入 126 27

営業外収益合計 135 52

営業外費用

支払利息 394 443

為替差損 248 79

雑損失 178 195

営業外費用合計 821 717

経常利益又は経常損失（△） △413 595

特別利益

固定資産処分益 ※４
 13

※４
 0

貸倒引当金戻入額 95 15

特別利益合計 108 15

特別損失

災害による損失 － ※７
 108

固定資産処分損 ※５
 80

※５
 14

減損損失 － ※６
 40

投資有価証券評価損 － 67

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 68

特別損失合計 80 298

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△385 311

法人税、住民税及び事業税 44 39

法人税等調整額 △108 △108

法人税等合計 △63 △68

少数株主損益調整前当期純利益 － 380

少数株主損失（△） △127 △71

当期純利益又は当期純損失（△） △194 451
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 380

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △14

土地再評価差額金 － 30

為替換算調整勘定 － △63

その他の包括利益合計 － ※２
 △47

包括利益 － ※１
 332

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 413

少数株主に係る包括利益 － △80

EDINET提出書類

エルナー株式会社(E01925)

有価証券報告書

 43/113



③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,508 3,508

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,508 3,508

資本剰余金

前期末残高 496 496

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 496 496

利益剰余金

前期末残高 △243 △435

当期変動額

連結範囲の変動 2 －

当期純利益又は当期純損失（△） △194 451

土地再評価差額金の取崩 － 24

当期変動額合計 △191 475

当期末残高 △435 40

自己株式

前期末残高 △3 △4

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △4 △4

株主資本合計

前期末残高 3,757 3,565

当期変動額

連結範囲の変動 2 －

当期純利益又は当期純損失（△） △194 451

土地再評価差額金の取崩 － 24

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △191 475

当期末残高 3,565 4,041
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △10 △11

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 △14

当期変動額合計 △0 △14

当期末残高 △11 △25

土地再評価差額金

前期末残高 389 389

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 － △24

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 30

当期変動額合計 － 6

当期末残高 389 395

為替換算調整勘定

前期末残高 △690 △729

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△39 △54

当期変動額合計 △39 △54

当期末残高 △729 △784

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △311 △351

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 － △24

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△40 △38

当期変動額合計 △40 △62

当期末残高 △351 △413

少数株主持分

前期末残高 513 193

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △320 △80

当期変動額合計 △320 △80

当期末残高 193 112

純資産合計

前期末残高 3,959 3,407

当期変動額

連結範囲の変動 2 －

当期純利益又は当期純損失（△） △194 451

土地再評価差額金の取崩 － －

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △360 △118

当期変動額合計 △552 332

当期末残高 3,407 3,739
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△385 311

減価償却費 1,842 1,776

減損損失 － 40

のれん償却額 14 15

貸倒引当金の増減額（△は減少） △93 △32

退職給付引当金の増減額（△は減少） △75 59

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 12

受取利息及び受取配当金 △8 △7

支払利息 394 443

為替差損益（△は益） 38 △3

固定資産除売却損益（△は益） 54 14

投資有価証券評価損益（△は益） － 67

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 68

売上債権の増減額（△は増加） △813 △892

たな卸資産の増減額（△は増加） △556 △311

仕入債務の増減額（△は減少） 633 △179

その他 148 204

小計 1,189 1,585

利息及び配当金の受取額 8 7

利息の支払額 △390 △440

法人税等の支払額 △25 △28

営業活動によるキャッシュ・フロー 782 1,124

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △5 △36

固定資産の取得による支出 △875 △1,192

固定資産の売却による収入 0 0

長期貸付けによる支出 △8 △2

長期貸付金の回収による収入 2 7

子会社株式の取得による支出 △222 －

その他 18 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,088 △1,188

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,042 2,296

長期借入れによる収入 2,775 2,400

長期借入金の返済による支出 △3,844 △4,268

社債の発行による収入 738 －

社債の償還による支出 － △300

その他 △10 △23

財務活動によるキャッシュ・フロー 701 104

現金及び現金同等物に係る換算差額 18 △9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 413 30

現金及び現金同等物の期首残高 1,010 1,388

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △35 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 1,388

※
 1,419
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  ９社

連結子会社の名称

エルナー東北㈱、

エルナー松本㈱、

エルナーコンポーネンツ㈱、

ELNA AMERICA,INC.、

ELNA ELECTRONICS(S) PTE.LTD.、

TANIN ELNA CO.,LTD.、

ELNA PCB(M) SDN.BHD.、

ELNA-SONIC SDN.BHD.、

愛陸電子貿易(上海)有限公司

従来、連結子会社であった、関東

フォックス㈱、ELNA EUROPE LTD.、

愛爾娜香港有限公司は、重要性が

なくなったため、連結の範囲から

除外しております。

(1) 連結子会社の数  ９社

連結子会社の名称

エルナー東北㈱、

エルナー松本㈱、

エルナーコンポーネンツ㈱、

ELNA AMERICA,INC.、

ELNA ELECTRONICS(S) PTE.LTD.、

TANIN ELNA CO.,LTD.、

ELNA PCB(M) SDN.BHD.、

ELNA-SONIC SDN.BHD.、

愛陸電子貿易(上海)有限公司

 

　 (2) 非連結子会社の名称等

関東フォックス㈱、

ELNA EUROPE LTD.、

愛爾娜香港有限公司

(2) 非連結子会社の名称等

同左

 
 

　 連結の範囲から除外した理由

非連結子会社３社については、い

ずれも小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益および利益

剰余金等はいずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないこ

とから、連結の範囲から除外して

おります。

連結の範囲から除外した理由

同左

２  持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社

該当はありません。

(1) 持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社

同左

　 (2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社

非連結子会社

関東フォックス㈱、

ELNA EUROPE LTD.、

愛爾娜香港有限公司

の３社。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社

非連結子会社

同左

 
 
 

　 関連会社

立揚電子(BVI)有限公司の１社。

関連会社

同左

　 持分法を適用していない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益および利益剰余金に与え

る影響が軽微であり重要性がない

ことから、持分法の適用の範囲か

ら除外しております。なお、立揚電

子（BVI）有限公司は、清算手続中

であります。

持分法を適用していない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益および利益剰余金に与え

る影響が軽微であり重要性がない

ことから、持分法の適用の範囲か

ら除外しております。なお、立揚電

子（BVI）有限公司および愛爾娜

香港有限公司は、清算手続中であ

ります。

３  連結子会社の事業年度等

に関する事項

いずれも、親会社と同一事業年度であ

ります。
同左
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項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

４  会計処理基準に関する事

項

　
　

  (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ  有価証券

  その他有価証券

  ①  時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時
価法
(評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動
平均法により算定)

イ  有価証券

  その他有価証券

  ①  時価のあるもの

同左

　   ②  時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

  ②  時価のないもの

同左

　 ロ  デリバティブ

時価法

ロ  デリバティブ

同左

　 ハ  たな卸資産

主として、製品・仕掛品について
は総平均法に基づく原価法（収益
性の低下による簿価切下げの方
法）、仕入製品・原材料について
は移動平均法に基づく原価法（収
益性の低下による簿価切下げの方
法）、貯蔵品については最終仕入
原価法に基づく原価法により評価
しております。

ハ  たな卸資産

同左

  (2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）
主として、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。
建物及び構築物      10年～38年
機械装置及び運搬具  ６年～８年

有形固定資産（リース資産を除く）
同左

 
 
 

　 無形固定資産（リース資産を除く）
主として、定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法によっており
ます。

無形固定資産（リース資産を除く）
同左

　 リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産については、
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。
なお、所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうち、リース取引開始
日が平成20年12月31日以前のリース
取引については、引き続き通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。

リース資産
同左
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項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

  (3) 重要な引当金の計上基
準

イ  貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

イ  貸倒引当金
同左

　 ロ  退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基
づき、計上しております。
数理計算上の差異については、各
連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(11年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理してお
ります。
過去勤務債務は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(11年)による定額法によ
り費用処理しております。
(会計方針の変更)
当連結会計年度より「退職給付に係
る会計基準」の一部改正(その３)
（企業会計基準委員会  平成20年７
月31日  企業会計基準第19号）を適
用しております。
これによる損益の影響はありませ
ん。

ロ  退職給付引当金
同左

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

――――――
 

　 ハ  役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金支給に備えて当
社は内規に基づく要支給額を計上
しております。

ハ  役員退職慰労引当金
同左

  (4) 重要なヘッジ会計の方

法

ヘッジ会計の要件を満たす為替予約等
が付されている外貨建金銭債権債務等
について振当処理を行っております。
また、特例処理の要件を満たす金利ス
ワップについては、特例処理を採用し
ております。

同左

　 ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：為替予約、通貨スワッ

プ、金利スワップ
ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務、

外貨建予定取引、借入
金利

ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

　 ヘッジ方針
外貨建金銭債権債務及び将来の外貨
建取引に係る為替変動リスク並びに
金利変動リスクに備え、キャッシュ
・フローを固定する目的でヘッジ取
引を行っております。

ヘッジ方針
同左

　 ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段の変動の累計とヘッジ対
象の変動の累計との比率を比較し、
有効性を判断しております。

ヘッジの有効性評価の方法
同左
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項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

  (5) のれんの償却方法及び

償却期間

―――――― ５年間で均等償却しております。
 

　(6) 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

―――――― 連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取
得日から３か月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。

　(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式に
よっております。

消費税等の会計処理
同左

５  連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。 ――――――

６  のれんの償却に関する事

項

５年間で均等償却しております。 ――――――

７  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取
得日から３か月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。

――――――
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

――――――
 
 
 
 

(資産除去債務に関する会計基準等の適用)
当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基
準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業
会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用し
ております。
この結果、当連結会計年度の営業利益及び経常利益に
与える影響は、それぞれ軽微であり、税金等調整前当期
純利益は69百万円減少しております。

　

　

【表示方法の変更】

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

（連結損益計算書）
　  前連結会計年度において、区分掲記しておりました

「受取賃貸料」および「材料支給益」は、重要性が
無くなったため、当連結会計年度において、営業外収
益の「雑収入」に含めて表示することとしました。
なお、当連結会計年度における「受取賃貸料」「材
料支給益」は、それぞれ１百万円、６百万円でありま
す。

（連結損益計算書）
当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計
基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に
基づき、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府
令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)を適用し、
「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示し
ております。

　

　
【追加情報】

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

―――――― 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計
基準」(企業会計基準第25号　平成22年６月30日)を適
用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」
及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年
度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算
差額等合計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

※１  非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 8百万円

　 　

※１  非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 8百万円

　 　
※２  担保に供している資産

建物 2,706百万円

土地 1,916百万円

上記に対する債務

手形割引 150百万円

短期借入金 330百万円

１年内返済予定の
長期借入金

3,180百万円

長期借入金 3,559百万円

　 　

※２  担保に供している資産

建物 2,510百万円

土地 1,916百万円

投資有価証券 30百万円

上記に対する債務

手形割引 116百万円

短期借入金 982百万円

１年内返済予定の
長期借入金

3,093百万円

長期借入金 1,793百万円

　 　
３  受取手形割引高 366百万円

うち、期末日(銀行休業日)期日の手形で手

形交換日に決済処理した受取手形割引高

29百万円

 

３  受取手形割引高 329百万円

うち、期末日(銀行休業日)期日の手形で手

形交換日に決済処理した受取手形割引高

80百万円

 
  ４  当社においては、資金繰りの安定化と機動的な資

金調達及び長期的な資金確保を目的として、取引

銀行２行をアレンジャーとするシンジケートロー

ン契約を締結しております。

当該契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高等は次のとおりであります。

シンジケートローン極度額 5,303百万円

借入実行残高 2,533百万円

差引額 2,770百万円

　 　

  ４  当社においては、資金繰りの安定化と機動的な資

金調達及び長期的な資金確保を目的として、取引

銀行２行をアレンジャーとするシンジケートロー

ン契約を締結しております。

当該契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高等は次のとおりであります。

シンジケートローン極度額 4,369百万円

借入実行残高 2,299百万円

差引額 2,070百万円
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前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

※５  土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金389百万円、再評価に係る繰

延税金負債259百万円を計上しております。

再評価を行った年月日 平成11年12月31日

当該事業用土地の再評価前の帳簿価額

67百万円

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額

716百万円

なお、当該事業用土地の平成22年12月31日におけ

る時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額

を229百万円下回っております。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価額を算定するため

に国税庁長官が定めて公表した方法により算出

した価額」に合理的な調整を行って算出してお

ります。

 

※５  土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金395百万円、再評価に係る繰

延税金負債213百万円を計上しております。

再評価を行った年月日 平成11年12月31日

当該事業用土地の再評価前の帳簿価額

67百万円

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額

676百万円

なお、当該事業用土地の平成23年12月31日におけ

る時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額

を226百万円下回っております。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価額を算定するため

に国税庁長官が定めて公表した方法により算出

した価額」に合理的な調整を行って算出してお

ります。

 (注)平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化

に対応した税制の構築を図るための所得税法

等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のた

めの施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法」（平成23年法律第117

号）が公布され、平成24年４月１日以降開始

する連結会計年度から法人税率の引下げ及び

復興特別法人税の課税が行われることとなり

ました。この税率変更により、土地再評価差額

金が30百万円増加し、再評価に係る繰延税金

負債が30百万円減少しております。
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

※１  売上原価に算入されているたな卸資産評価損（収
益性の低下による簿価切下げ）の金額は96百万円
であります。なお、当該金額は、戻入額と相殺した
後の金額であります。

※１  売上原価に算入されているたな卸資産評価損（収
益性の低下による簿価切下げ）の金額は△0百万
円であります。なお、当該金額は、戻入額と相殺し
た後の金額であります。

※２  販売費及び一般管理費のうち、主な費目は次のと
おりであります。
荷造運賃発送費 547百万円
給料諸手当 868百万円
貸倒引当金繰入額 3百万円
退職給付費用 51百万円
減価償却費 37百万円
のれん償却額 14百万円
研究開発費 388百万円

※２  販売費及び一般管理費のうち、主な費目は次のと
おりであります。
荷造運賃発送費 443百万円
給料諸手当 930百万円
貸倒引当金繰入額 2百万円
退職給付費用 46百万円
減価償却費 35百万円
のれん償却額 15百万円
研究開発費 395百万円

※３  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費
一般管理費 388百万円

※３  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費
一般管理費 395百万円

※４  固定資産処分益の内訳
    固定資産売却益

機械装置及び運搬具 13百万円

※４  固定資産処分益の内訳
    固定資産売却益

工具器具備品 0百万円
※５  固定資産処分損の内訳
(1) 固定資産売却損

機械装置及び運搬具 0百万円
(2) 固定資産除却損

建物及び構築物 56百万円
機械装置及び運搬具 22百万円
工具器具備品 1百万円

計 80百万円

※５  固定資産処分損の内訳
(1) 固定資産売却損

工具器具備品 0百万円
(2) 固定資産除却損

建物及び構築物 0百万円
機械装置及び運搬具 11百万円
工具器具備品 3百万円

計 14百万円
※６　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損
損失を計上しました。

用途 種類 場所

遊休資産 土地
福島県
いわき市

当社グループは原則としてセグメントを基準として
グルーピングを行っており、遊休資産については個
別資産ごとにグルーピングを行っております。
上記の遊休資産については、正味売却価額により測
定しており、不動産鑑定士による鑑定評価額まで減
額し、当該減少額を減損損失(40百万円)として特別
損失に計上いたしました。

※７  東日本大震災に伴い発生した損失であり、主に原
状回復費用や工場操業停止期間中の固定費であり
ます。

　

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 △234百万円
少数株主に係る包括利益 △118百万円

計 △352百万円

　
※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △0百万円
為替換算調整勘定 △29百万円

計 △30百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
増加株式数 減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式

Ａ種優先株式

41,611,458株

15,000,000株

―

―

―

―

41,611,458株

15,000,000株

合計 56,611,458株 ― ― 56,611,458株

　
２  自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
増加株式数 減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 16,797株 2,428株 ― 19,225株
　

（注）増加2,428株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　
３  配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
増加株式数 減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式

Ａ種優先株式

41,611,458株

15,000,000株

―

―

―

―

41,611,458株

15,000,000株

合計 56,611,458株 ― ― 56,611,458株

　
２  自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数
増加株式数 減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 19,225株 155株 ― 19,380株
　

（注）増加 155株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　
３  配当に関する事項

該当事項はありません。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成22年12月31日現在)

現金及び預金勘定 1,838百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △450百万円

現金及び現金同等物 1,388百万円

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成23年12月31日現在)

現金及び預金勘定 1,869百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △450百万円

現金及び現金同等物 1,419百万円

 
　

次へ
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１  ファイナンス・リース取引

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

主として、プリント回路事業における製造設備で

あります。

１  ファイナンス・リース取引

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

同左

②  リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。
 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリー

ス取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

②  リース資産の減価償却の方法

同左

 
 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリー

ス取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

　 　
(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
機械装置
及び運搬具
(百万円)

工具器具
備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 3,760 545 4,305

減価償却累計額
相当額

2,451 363 2,814

期末残高相当額 1,308 182 1,491

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
機械装置
及び運搬具
(百万円)

工具器具
備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 2,848 530 3,378

減価償却累計額
相当額

2,038 438 2,477

期末残高相当額 810 91 901

　 　
(２)未経過リース料期末残高相当額

１年以内 609百万円

１年超 954百万円

合計 1,564百万円

(２)未経過リース料期末残高相当額

１年以内 476百万円

１年超 477百万円

合計 954百万円

　 　
(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 773百万円

減価償却費相当額 711百万円

支払利息相当額 51百万円

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 643百万円

減価償却費相当額 589百万円

支払利息相当額 33百万円

　 　
(４)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(４)減価償却費相当額の算定方法

同左

　 　
(５)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(５)利息相当額の算定方法

同左

　 　
２  オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 18百万円

１年超 37百万円

合計 56百万円

２  オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 26百万円

１年超 44百万円

合計 70百万円
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(金融商品関係)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

　

(追加情報)
当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準委員会  平成20年３月10日  企業
会計基準第10号)及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準委員会  平成20年
３月10日  企業会計基準適用指針第19号)を適用しております。

　

１．金融商品の状況に関する事項
(１) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、また、資金調達については金
融機関からの借入等により必要な資金を調達しております。またデリバティブ取引については為替
変動リスクおよび金利変動リスクを回避するために利用しております。

　

(２) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また海外で事業

を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に、取引先企業との業務等に関する株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。
長期貸付金および長期未収入金は、主に関係会社に対するものであり、定期的に回収先の財務状
況等を把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。一部外貨建てのものに
ついては、為替の変動リスクに晒されております。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に
係る資金調達であります。借入金の一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されており、
また外貨建ての借入金は、為替の変動リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務および外貨建ての借入金に係る為替の変動リスク
並びに借入金に係る金利の変動リスクのヘッジを目的に、実需の範囲内で為替予約取引および通貨
スワップ取引並びに金利スワップ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段と
ヘッジ対象、ヘッジ方法、ヘッジの有効性の評価等については、前述の「連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項(４)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

　

(３) 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規定に従い、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う
とともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制を整備し、管理することにより信用
リスクの軽減を図っております。連結子会社につきましても当社に準じた管理を行っておりま
す。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別に把握された為替の変動リスクに対して、
原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
投資有価証券については、定期的に株価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま
た取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
借入金については、支払金利の変動リスクを回避し支払リスクの固定化を図るために、個別
契約毎にデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッ
ジの有効性の評価については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の
評価を省略しております。また、外貨建ての借入金については、為替の変動リスクを回避し支払
リスクの固定化を図るために、個別契約毎にデリバティブ取引（通貨スワップ取引）をヘッジ
手段として利用しております。
デリバティブ取引については、当社グループの社内ルールに基づき、取引の実行及び管理を
行い、常に取引の残高状況、評価損益状況を把握し、随時担当役員に報告しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
当社は、半期および月次に資金繰計画を作成・更新する等により流動性リスクを管理してお
ります。

　

(４) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関
係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取
引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

　

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(１)現金及び預金 1,838 1,838 －

(２)受取手形及び売掛金 6,008 6,008 －

(３)投資有価証券 63 63 －

(４)長期貸付金 436　 　

貸倒引当金(※１) △    424　 　

　 11 11 －

(５)長期未収入金 1,549　 　

貸倒引当金(※１) △  1,408　 　

　 141 141 －

資産計 8,063 8,063 －

(１)支払手形及び買掛金 5,770 5,770 －

(２)短期借入金 3,441 3,441 －

(３)社債 750 750 －

(４)長期借入金 8,600 8,566 △34

負債計 18,563 18,528 △34

デリバティブ取引(※２) (3) (3) －
(※１) 長期貸付金並びに長期未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。 
(※２) デリバティブ取引は、債権・債務を差し引いた合計を表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、(  )で示しております。

　
(注１)  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　
資産

(１) 現金及び預金、並びに(２) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。
　

(３) 投資有価証券

これらの時価は、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）注記を参照ください。
　

(４) 長期貸付金、並びに(５) 長期未収入金

これらは、回収状況に懸念のある回収先に対しては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額に基

づいて貸倒引当金を算定しているため、時価は決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積

額を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。また、その他一般の貸付先に

ついては元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しておりますが、時価が帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　

負債

(１) 支払手形及び買掛金、並びに(２) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。
　

(３) 社債

社債の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。なお１年内償還予定社債は、社債に含めて時価を表示しております。
　

(４) 長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。なお、１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて時価

を表示しております。
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デリバティブ取引

(デリバティブ取引関係)注記をご参照ください。

　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非連結子会社株式 8

非上場株式 107

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、「(３）投資有価証券」には含めておりません。

　
(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　

　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 1,838 － － －

受取手形及び売掛金 6,008 － － －

長期貸付金 － 11 － －

合計 7,847 11 － －

長期未収入金については、償還予定日が見込めないため、上表には含めておりません。

　
(注４) 社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　

　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

社債 300 450 － －

長期借入金 3,965 4,635 － －
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当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

　
１．金融商品の状況に関する事項
(１) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、また、資金調達については金
融機関からの借入等により必要な資金を調達しております。またデリバティブ取引については為替
変動リスクおよび金利変動リスクを回避するために利用しております。

　
(２) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また海外で事業
を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に、取引先企業との業務等に関する株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。
長期貸付金および長期未収入金は、主に関係会社に対するものであり、定期的に回収先の財務状
況等を把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。一部外貨建てのものに
ついては、為替の変動リスクに晒されております。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に
係る資金調達であります。借入金の一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されており、
また外貨建ての借入金は、為替の変動リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務および外貨建ての借入金に係る為替の変動リスク
並びに借入金に係る金利の変動リスクのヘッジを目的に、実需の範囲内で為替予約取引および通貨
スワップ取引並びに金利スワップ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段と
ヘッジ対象、ヘッジ方法、ヘッジの有効性の評価等については、前述の「連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項(４)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

　
(３) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、与信管理規定に従い、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う
とともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制を整備し、管理することにより信用
リスクの軽減を図っております。連結子会社につきましても当社に準じた管理を行っておりま
す。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別に把握された為替の変動リスクに対して、
原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
投資有価証券については、定期的に株価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま
た取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
借入金については、支払金利の変動リスクを回避し支払リスクの固定化を図るために、個別
契約毎にデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッ
ジの有効性の評価については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の
評価を省略しております。また、外貨建ての借入金については、為替の変動リスクを回避し支払
リスクの固定化を図るために、個別契約毎にデリバティブ取引（通貨スワップ取引）をヘッジ
手段として利用しております。
デリバティブ取引については、当社グループの社内ルールに基づき、取引の実行及び管理を
行い、常に取引の残高状況、評価損益状況を把握し、随時担当役員に報告しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
当社は、半期および月次に資金繰計画を作成・更新する等により流動性リスクを管理してお
ります。

　
(４) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関
係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取
引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　

平成23年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

　

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(１)現金及び預金 1,869 1,869 －

(２)受取手形及び売掛金 6,793 6,793 －

(３)投資有価証券 54 54 －

(４)長期貸付金 431　 　

貸倒引当金(※１) △424　 　

　 6 6 －

(５)長期未収入金 1,516　 　

貸倒引当金(※１) △1,375　 　

　 141 141 －

資産計 8,864 8,864 －

(１)支払手形及び買掛金 5,431 5,431 －

(２)短期借入金 5,580 5,580 －

(３)社債 450 450 －

(４)長期借入金 6,706 6,695 △10

負債計 18,168 18,157 △10

デリバティブ取引(※２) 168 168 －

(※１) 長期貸付金並びに長期未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※２) デリバティブ取引は、債権・債務を差し引いた合計を表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、(  )で示しております。

　
(注１)  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　
資産

(１) 現金及び預金、並びに(２) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。
　

(３) 投資有価証券

これらの時価は、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）注記を参照ください。
　

(４) 長期貸付金、並びに(５) 長期未収入金

これらは、回収状況に懸念のある回収先に対しては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額に基

づいて貸倒引当金を算定しているため、時価は決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積

額を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。また、その他一般の貸付先に

ついては元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しておりますが、時価が帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　

負債
(１) 支払手形及び買掛金、並びに(２) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。
　

(３) 社債

社債の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。なお１年内償還予定の社債は、社債に含めて時価を表示しております。
　

(４) 長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。なお、１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて時価

を表示しております。
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デリバティブ取引

(デリバティブ取引関係)注記をご参照ください。

　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非連結子会社株式 8

非上場株式 71

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、「(３）投資有価証券」には含めておりません。

　
(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　

　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 1,869 － － －

受取手形及び売掛金 6,793 － － －

長期貸付金 － 6 － －

合計 8,662 6 － －

長期未収入金については、償還予定日が見込めないため、上表には含めておりません。

　
(注４) 社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　
　

１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

社債 300 150 － －
長期借入金 4,259 2,447 － －

５年以内の１年毎の返済予定額については、連結附属明細表に記載しております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１  その他有価証券（平成22年12月31日）

　

区分
連結貸借対
照表計上額
 (百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 16 16 0

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 46 57 △11

合計 63 74 △11

(注)  非上場株式（連結貸借対照表計上額 107百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

２  連結会計年度中に売却したその他有価証券（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度

１  その他有価証券（平成23年12月31日）

　

区分
連結貸借対
照表計上額
 (百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 － － －

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 54 79 △25

合計 54 79 △25

(注)  非上場株式（連結貸借対照表計上額71百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

２  連結会計年度中に売却したその他有価証券（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　

３  連結会計年度中に減損したその他有価証券（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損67百万円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度（平成22年12月31日）

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(１）通貨関係

　 種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
（百万円）

市場取引以外の

取引

通貨スワップ取引

タイバーツ
1,380 800 1,383 △3

合計 1,380 800 1,383 △3

(注)１．時価の算定方法

通貨スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。

２．上記通貨スワップ契約における契約額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すもの

ではありません。

　

(２) 金利関係

  該当事項はありません。

　
２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(１）通貨関係

  該当事項はありません。

　
(２) 金利関係

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
（百万円）

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 2,217 1,174 (※)
変動受取・固定支払

(※)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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当連結会計年度（平成23年12月31日）

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(１）通貨関係

　 種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
（百万円）

市場取引以外の

取引

通貨スワップ取引

タイバーツ
 

1,550
 

913
 

84
 

84

マレーシアリンギッ

ト
1,000 600 83 83

合計 2,550 1,513 168 168

(注)１．時価の算定方法

通貨スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。

２．上記通貨スワップ契約における契約額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すもの

ではありません。

　

(２) 金利関係

  該当事項はありません。

　
２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(１）通貨関係

  該当事項はありません。

　

(２) 金利関係

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
（百万円）

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 1,674 609 (※)
変動受取・固定支払

(※)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

次へ
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(退職給付関係)

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１  採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、当社は、基金型企業年金制

度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おりましたが、平成22年５月１日付で適格退職年金

制度については、規約型確定給付企業年金制度へ移

行しております。国内連結子会社は、基金型企業年金

制度及び退職一時金制度を設けております。

１  採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、当社は、基金型企業年金制

度、規約型企業年金制度及び退職一時金制度を設け

ており、一部の連結子会社は、基金型企業年金制度、

退職一時金制度を設けております。

　 　
２  退職給付債務に関する事項

①  退職給付債務 2,563百万円

②  年金資産 862

③  未認識数理計算上の差異 250

④  未認識過去勤務債務 △176

⑤  退職給付引当金
(①－②－③－④)

1,626

(注)  国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

２  退職給付債務に関する事項

①  退職給付債務 2,591百万円

②  年金資産 908

③  未認識数理計算上の差異 145

④  未認識過去勤務債務 △147

⑤  退職給付引当金
(①－②－③－④)

1,685

(注)  国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

　 　
３  退職給付費用に関する事項

①  勤務費用(注)１，２ 139百万円

②  利息費用 43

③  期待運用収益 △14

④  数理計算上の差異の費用処理額 54

⑤  過去勤務債務の費用処理額 △27

⑥  退職給付費用
(①＋②＋③＋④＋⑤)

195

(注) １  厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

しております。

２  簡便法を採用している国内連結子会社の退

職給付費用は、「①勤務費用」に計上してお

ります。

３  退職給付費用に関する事項

①  勤務費用(注)１，２ 187百万円

②  利息費用 42

③  期待運用収益 △15

④  数理計算上の差異の費用処理額 49

⑤  過去勤務債務の費用処理額 △28

⑥  退職給付費用
(①＋②＋③＋④＋⑤)

235

(注) １  厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

しております。

２  簡便法を採用している国内連結子会社の退

職給付費用は、「①勤務費用」に計上してお

ります。

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①  退職給付見込額の期間配分の方法期間定額基準

②  割引率 2.0％

③  期待運用収益率 主として2.5％

④  数理計算上の差異の処理年数 11年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。)

⑤  過去勤務債務の処理年数 11年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法によっております。)

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①  退職給付見込額の期間配分の方法期間定額基準

②  割引率 主として2.0％

③  期待運用収益率 主として2.5％

④  数理計算上の差異の処理年数 11年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。)

⑤  過去勤務債務の処理年数 11年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法によっております。)
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 

繰延税金資産 　
貸倒引当金 720百万円

未払事業税 6百万円

未実現利益 2百万円

退職給付引当金 650百万円

役員退職慰労引当金 22百万円

たな卸資産評価損 19百万円

繰越欠損金 444百万円

その他有価証券評価差額金 4百万円

その他 5百万円

小計 1,875百万円

評価性引当額 △1,741百万円

繰延税金負債との相殺 △2百万円

合計 132百万円

　 　

繰延税金負債 　
子会社の留保利益に係る
一時差異

8百万円

在外子会社の減価償却費 35百万円

小計 43百万円

繰延税金資産との相殺 △2百万円

合計 41百万円
 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 

繰延税金資産 　
貸倒引当金 739百万円

未払事業税 8百万円

未実現利益 2百万円

退職給付引当金 668百万円

役員退職慰労引当金 27百万円

たな卸資産評価損 26百万円

繰越欠損金 87百万円

その他有価証券評価差額金 10百万円

その他 58百万円

小計 1,629百万円

評価性引当額 △1,441百万円

繰延税金負債との相殺 △2百万円

合計 185百万円
　 　

繰延税金負債 　
子会社の留保利益に係る
一時差異

3百万円

在外子会社の減価償却費 1百万円

小計 5百万円

繰延税金資産との相殺 △2百万円

合計 3百万円
 

２  法定の実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
 

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上

しているため、記載を省略しております。

２  法定の実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
 

法定実効税率 40.0％
（調整） 　
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6％
評価性引当額 △69.3％
子会社の留保利益に係る一時差異 △1.6％
のれん償却額 2.0％
その他 5.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △21.9％
　 　

３  法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延　

税金負債の修正

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対

応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を

改正する法律」(平成23年法律第114号)及び「東日

本大震災からの復興のための施策を実施するために

必要な財源の確保に関する特別措置法」(平成23年

法律第117号)が公布され、平成24年４月１日以降開

始する連結会計年度より法人税率が変更されること

となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用される法定実効税率は、一時差

異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなりま

す。

平成24年12月31日まで　　　            　40％

平成25年１月１日から平成27年12月31日　  38％

平成28年１月１日以降　　　            　35％

この税率の変更にる繰延税金資産および当連結会

計年度に費用計上された法人税等への影響額は軽微

であります。
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(資産除去債務関係)

当連結会計年度末(平成23年12月31日）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(追加情報)

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準委員会  平成

20年11月28日  企業会計基準第20号)及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会  平成20年11月28日  企業会計基準適用指針第23号)を適用しております。

　

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

前へ
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　

　
コンデンサ
(百万円)

プリント回路
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ  売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 8,171 21,648 29,819 ― 29,819

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 8,171 21,648 29,819 ― 29,819

営業費用 8,230 21,316 29,547 ― 29,547

営業利益又は営業損失(△) △59 331 272 ― 272

Ⅱ  資産、減価償却費及び
資本的支出

　 　 　 　 　

資産 9,026 15,100 24,127 1,331 25,459

減価償却費 575 1,266 1,842 ― 1,842

資本的支出 229 934 1,164 ― 1,164

(注) １  事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。

２  各事業の主要な製品

コンデンサ………アルミ電解コンデンサ、電気二重層コンデンサ

プリント回路……ビルドアッププリント配線板、多層プリント配線板、両面プリント配線板

３  営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４  資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,604百万円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金(現金、預金及び有価証券)等の資産であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ  売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

18,914 10,027 877 29,819 ― 29,819

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,581 5,692 ― 13,273 (13,273) ―

計 26,496 15,719 877 43,093 (13,273) 29,819

営業費用 25,660 16,270 855 42,787 (13,239) 29,547

営業利益又は
営業損失（△）

835 △551 22 306 (34) 272

Ⅱ  資産 19,112 8,921 156 28,189 (2,730) 25,459

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２  各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……シンガポール、マレーシア、タイ、中国

(2) 北米………米国

    なお、「欧州」につきましては、当連結会計年度より、ELNA EUROPE LTD.を連結の範囲から除外したことに

伴い、実績が無くなったため記載しておりません。

３  営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４  資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,604百万円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金(現金、預金及び有価証券)等の資産であります。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　

　 アジア ヨーロッパ 北米他 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 8,316 2,158 1,051 11,526

Ⅱ  連結売上高(百万円) 　 　 　 29,819

Ⅲ  連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

27.9 7.2 3.6 38.7

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２  各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア…………シンガポール、マレーシア、タイ、香港、中国

(2) ヨーロッパ……英国、ドイツ、イタリア、スウェーデン

(3) 北米他…………米国

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経
営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
当社は、製品別の事業部門を置き、各事業部門は、取り扱う製品について国内及び海外の包括的な戦略を
立案し、事業活動を展開しております。
従って、当社は事業部門を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「コンデンサ」及び「プ
リント回路」の２つの報告セグメントとしております。
「コンデンサ」では、主にアルミ電解コンデンサ、電気二重層コンデンサの製造販売を行い、「プリント
回路」では、主にビルドアッププリント配線板、多層プリント配線板、両面プリント配線板の製造販売を
行っております。　
　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項」における記載と同一であります。

　
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として、「セグメント情報
等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３月27日)等に準拠した場合と同様の情報が
開示されているため、記載を省略しております。

　
当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)1

連結財務諸表　計
上額
(注)2コンデンサ プリント回路 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 8,435 21,876 30,311 ― 30,311

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 8,435 21,876 30,311 ― 30,311

セグメント利益 323 937 1,260 ― 1,260

セグメント資産 9,090 15,763 24,854 517 25,371

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 498 1,277 1,776 ― 1,776

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

209 766 976 ― 976

　(注)１.調整額は、以下の通りであります。

セグメント資産の調整額517百万円は、セグメント間取引消去△1,011百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社資産1,528百万円であります。全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投

資資金(投資有価証券)等の資産であります。

　(注)２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。
　　
(追加情報)　

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３
月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　
平成20年３月21日)を適用しております。
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【関連情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 アジア 欧州 その他 合計

18,886 7,846 2,506 1,071 30,311

　(注)売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　
(2) 有形固定資産

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 マレーシア タイ その他 合計

7,477 2,253 651 3 10,386

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連する主要なセグメント名

三菱電機株式会社 4,369プリント回路

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額 合計
コンデンサ プリント回路 計

減損損失 40 ― 40 ― 40

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額 合計
コンデンサ プリント回路 計

当期償却額 15 ― 15 ― 15

当期末残高 47 ― 47 ― 47

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連

会社

立揚電子(BVI)

有限公司

British

Virgin

Islands

US$

10百万

電解コンデ

ンサの製造

販売

直接40
当社製品の

製造

長期未収入

金の回収
13

長期貸付金 424

長期未収入

金
1,516

(注) １  取引条件ないし取引条件の決定方針等

貸付金利は、市場金利を勘案し決定しております。

２  当社は、関連会社に対し、1,800百万円の貸倒引当金を計上しております。また当連結会計年度において87百万

円の貸倒引当金戻入額を計上しております。

　

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連

会社

立揚電子(BVI)

有限公司

British

Virgin

Islands

US$

10百万

電解コンデ

ンサの製造

販売

直接40
当社製品の

製造

長期未収入

金の回収
―

長期貸付金 424

長期未収入

金
1,516

(注) １  取引条件ないし取引条件の決定方針等

貸付金利は、市場金利を勘案し決定しております。

２  当社は、関連会社に対し、1,800百万円の貸倒引当金を計上しております。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり純資産額 42円65銭１株当たり純資産額 52円58銭

１株当たり当期純損失 4円66銭

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
　

１株当たり当期純利益 10円85銭
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 7円97銭

　 　

(注) 算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末

(平成22年12月31日)

当連結会計年度末

(平成23年12月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 3,407百万円 3,739百万円

普通株式に係る純資産額 1,774百万円 2,187百万円

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式に係る連結会計年度末の純資産

額との差額の主な内訳

当連結会計年度に係る剰余金の配当で

あって普通株式に関連しない金額

優先株式に係る資本金及び資本剰余金

の合計額

少数株主持分

 
 
 
 
 

―

 
1,440百万円

193百万円

 
 
 
 
 

―

 
1,440百万円

112百万円

普通株式の発行済株式数 41,611,458株 41,611,458株

普通株式の自己株式数 19,225株 19,380株

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数
41,592,233株 41,592,078株

　

(2) １株当たり当期純利益又は当期純損失

項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当期純利益又は当期純損失(△) △194百万円 451百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期
純損失（△）

△194百万円 451百万円

普通株式の期中平均株式数 41,593,536株 41,592,186株
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(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当期純利益調整額 ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた普通株式増加
数の主要な内訳

　 　

Ａ種優先株式 ― 15,000,000株

普通株式増加数 ― 15,000,000株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

該当事項はありません。
　

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

株式報酬型ストックオプション制度の採用について
　

当社は、平成24年３月29日開催の当社第76回定時株主総会において、取締役(社外取締役を除く)に対
するストックオプションとしての新株予約権に関する報酬等の額及び具体的な内容について決議して
おります。
なお、その内容は「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(９)ストックオプション制度の内容」
に記載のとおりであります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】
　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

エルナー㈱
第１回無担
保社債

平成22年
６月30日

750
450
(300)

2.01無担保社債
平成25年
６月28日

合計 － － 750
450
(300)

－ － －

(注) １  「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。
２  連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

300 150 － － －

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 3,441 5,580 2.97 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,965 4,259 2.64 ―

１年以内に返済予定のリース債務 22 24 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

4,635 2,447 2.69平成25年～平成28年

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く)

91 79 ― 平成25年～平成28年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 12,156 12,390 ― ―

(注) １  「平均利率」は、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。
２  リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を
連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３  長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下
のとおりであります。

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,898 398 120 30

リース債務 24 24 19 12

　

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当該各連結会計年度末におけ
る負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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 (2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　
第１四半期

自平成23年１月１日
至平成23年３月31日

第２四半期
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

第３四半期
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

第４四半期
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

売上高（百万円） 7,080 7,424 8,182 7,624

税金等調整前四半期純利益金額

又は税金等調整前四半期純損失金

額（△）（百万円）

△158 127 258 83

四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）（百万円）
△151 138 295 168

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

△3.64 3.32 7.11 4.05
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,463 1,461

受取手形 ※１
 388

※１
 375

売掛金 ※１
 5,937

※１
 6,318

商品及び製品 ※２
 1,067

※２
 1,219

仕掛品 783 888

原材料及び貯蔵品 421 458

前払費用 33 27

関係会社短期貸付金 580 1,036

未収入金 179 ※１
 264

繰延税金資産 116 164

その他 16 2

貸倒引当金 △48 △48

流動資産合計 10,939 12,167

固定資産

有形固定資産

建物 ※３
 5,107

※３
 5,133

減価償却累計額 △2,676 △2,883

建物（純額） 2,430 2,249

構築物 644 661

減価償却累計額 △414 △450

構築物（純額） 230 210

機械及び装置 6,550 6,473

減価償却累計額 △5,018 △5,254

機械及び装置（純額） 1,532 1,218

車両運搬具 35 32

減価償却累計額 △32 △31

車両運搬具（純額） 2 1

工具、器具及び備品 2,024 1,963

減価償却累計額 △1,757 △1,730

工具、器具及び備品（純額） 266 233

土地 ※３, ※７
 2,026

※３, ※７
 1,986

リース資産 116 126

減価償却累計額 △13 △34

リース資産（純額） 103 92

建設仮勘定 63 176

有形固定資産合計 6,656 6,167

無形固定資産

施設利用権 8 8

特許権 3 2

ソフトウエア 14 11

リース資産 － 2

無形固定資産合計 25 24
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 170 ※３
 125

関係会社株式 1,588 1,588

出資金 1 1

関係会社長期貸付金 3,764 3,814

従業員に対する長期貸付金 10 5

関係会社長期未収入金 1,516 1,516

その他 82 44

投資損失引当金 － △23

貸倒引当金 △2,347 △2,021

投資その他の資産合計 4,788 5,051

固定資産合計 11,470 11,243

資産合計 22,410 23,411

負債の部

流動負債

支払手形 ※１
 3,902

※１
 3,903

買掛金 ※１
 1,619

※１
 1,692

短期借入金 1,596 ※３
 3,814

1年内返済予定の長期借入金 ※３
 3,781

※３
 4,097

1年内償還予定の社債 300 300

リース債務 20 22

未払金 12 25

未払費用 475 553

未払法人税等 26 29

預り金 23 57

設備関係支払手形 295 118

資産除去債務 － 22

その他 － 56

流動負債合計 12,055 14,693

固定負債

社債 450 150

長期借入金 ※３
 4,346

※３
 2,342

リース債務 87 76

再評価に係る繰延税金負債 ※７
 259

※７
 213

退職給付引当金 1,328 1,345

役員退職慰労引当金 56 68

長期預り保証金 1 1

固定負債合計 6,530 4,197

負債合計 18,586 18,890
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,508 3,508

資本剰余金

資本準備金 496 496

資本剰余金合計 496 496

利益剰余金

利益準備金 381 381

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △936 △230

利益剰余金合計 △554 150

自己株式 △4 △4

株主資本合計 3,445 4,150

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △11 △25

土地再評価差額金 ※７
 389

※７
 395

評価・換算差額等合計 378 370

純資産合計 3,823 4,521

負債純資産合計 22,410 23,411
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 ※１
 26,426

※１
 27,015

売上原価

製品期首たな卸高 1,049 1,067

当期製品製造原価 ※５
 16,997

※５
 17,043

当期製品仕入高 ※１
 6,965

※１
 7,227

合計 25,013 25,338

他勘定振替高 ※２
 21

※２
 20

製品期末たな卸高 1,067 1,219

売上原価合計 ※３
 23,924

※３
 24,099

売上総利益 2,502 2,916

販売費及び一般管理費 ※４, ※５
 2,065

※４, ※５
 2,049

営業利益 436 867

営業外収益

受取利息 ※１
 95

※１
 108

受取配当金 3 4

受取賃貸料 ※１
 133

※１
 129

雑収入 12 24

営業外収益合計 244 267

営業外費用

支払利息 269 286

手形売却損 13 10

債権売却損 31 33

貸与資産減価償却費 124 122

為替差損 101 45

雑損失 69 87

営業外費用合計 609 585

経常利益 72 549

特別利益

貸倒引当金戻入額 390 308

投資損失引当金戻入額 88 －

特別利益合計 478 308

特別損失

災害による損失 － ※８
 60

固定資産処分損 ※６
 0

※６
 9

減損損失 － ※７
 40

投資有価証券評価損 － 67

関係会社株式評価損 36 －

投資損失引当金繰入額 － 23

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 26

特別損失合計 37 226

税引前当期純利益 512 630

法人税、住民税及び事業税 13 13

法人税等調整額 △36 △64

法人税等合計 △22 △50

当期純利益 535 681
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ  材料費 　 9,045 53.2 8,836 51.5

Ⅱ  労務費 ※１ 2,694 15.8 2,903 16.9

Ⅲ  製造経費 ※２ 5,273 31.0 5,408 31.6

当期製造費用 　 17,012100.0 17,147100.0

期首仕掛品棚卸高 　 768　 783　

合計 　 17,781　 17,931　

期末仕掛品棚卸高 　 783　 888　

当期製品製造原価 　 16,997　 17,043　

　

(注) １  ※１のうち 前事業年度 当事業年度

退職給付費用

 

117百万円 119百万円

２  ※２の主なるものは 　 　
減価償却費 687百万円 733百万円

外注加工費

 

2,674百万円 2,743百万円

３  原価計算の方法

標準原価計算に基づき組別、工程別総合原価計算を行い期末において標準原価を実際原価に修正して

おります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,508 3,508

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,508 3,508

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 496 496

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 496 496

資本剰余金合計

前期末残高 496 496

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 496 496

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 381 381

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 381 381

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,471 △936

当期変動額

当期純利益 535 681

土地再評価差額金の取崩 － 24

当期変動額合計 535 705

当期末残高 △936 △230

利益剰余金合計

前期末残高 △1,090 △554

当期変動額

当期純利益 535 681

土地再評価差額金の取崩 － 24

当期変動額合計 535 705

当期末残高 △554 150

自己株式

前期末残高 △3 △4

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △4 △4
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本合計

前期末残高 2,910 3,445

当期変動額

当期純利益 535 681

土地再評価差額金の取崩 － 24

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 535 705

当期末残高 3,445 4,150

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △10 △11

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 △14

当期変動額合計 △0 △14

当期末残高 △11 △25

土地再評価差額金

前期末残高 389 389

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 － △24

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 30

当期変動額合計 － 6

当期末残高 389 395

評価・換算差額等合計

前期末残高 378 378

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 － △24

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 16

当期変動額合計 △0 △7

当期末残高 378 370

純資産合計

前期末残高 3,289 3,823

当期変動額

当期純利益 535 681

土地再評価差額金の取崩 － －

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 16

当期変動額合計 534 697

当期末残高 3,823 4,521
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１  有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法に基づく原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

 

時価のないもの

同左

２  たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品・仕掛品については総平均法に基

づく原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）、仕入製品・原材料に

ついては移動平均法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方

法）により評価しております。

同左

　 　 　
３  固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産（リース資産を除く）

  定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物          10年～38年

機械及び装置  ６年～８年

有形固定資産（リース資産を除く）
同左

 
 
 
 

　 無形固定資産（リース資産を除く）

  定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっておりま

す。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年12月31日以前のリース取

引については、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

リース資産
同左
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項目
前事業年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

４  引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上

しております。

数理計算上の差異については、各

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(11年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌年度から

費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(11年)による定額法によ

り費用処理しております。

(会計方針の変更)

当事業年度より「退職給付に係る

会計基準」の一部改正(その３)

（企業会計基準委員会  平成20年

７月31日  企業会計基準第19号）

を適用しております。

これによる損益の影響はありませ

ん。

(2) 退職給付引当金
同左

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

―――――
 
 

　 (3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えて、

内規に基づく要支給額を計上して

おります。

　
　

(3) 役員退職慰労引当金

同左

 
 
(4) 投資損失引当金

関係会社への投資に係る損失に備

えるため、当該会社の財政状態を

勘案して必要額を計上しておりま

す。
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項目
前事業年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

５  ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の要件を満たす為替予約等

が付されている外貨建金銭債権債務等

について振当処理を行っております。

また、特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、特例処理を採用し

ております。

同左

　 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、金利スワッ

プ

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、

外貨建予定取引、借入

金利

　

　 ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務及び将来の外貨

建取引に係る為替変動リスク並びに

金利変動リスクに備え、キャッシュ

・フローを固定する目的でヘッジ取

引を行っております。

ヘッジ方針

同左

　 ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段の変動の累計とヘッジ対

象の変動の累計との比率を比較し、

有効性を判断しております。

ヘッジの有効性評価の方法

同左

　 　 　
６  その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計方針の変更】

前事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

―――――

 
 
 
 
 

(資産除去債務に関する会計基準等の適用)

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」(企

業会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第21号　平成20年３月31日)を適用しております。

この結果、当事業年度の営業利益及び経常利益に与える

影響は、それぞれ軽微であり、税引前当期純利益は26百万

円減少しております。

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

（損益計算書）

前事業年度において、区分掲記しておりました「材料

支給益」は、重要性が無くなったため、当事業年度に

おいて、営業外収益の「雑収入」に含めて表示するこ

ととしました。なお、当事業年度における「材料支給

益」は７百万円であります。

―――――
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成22年12月31日)
当事業年度

(平成23年12月31日)

※１  関係会社に対する主な資産及び負債は、次のとお

りであります。

受取手形 23百万円

売掛金 2,504百万円

支払手形 367百万円

買掛金 917百万円

※１  関係会社に対する主な資産及び負債は、次のとお

りであります。

受取手形 12百万円

売掛金 2,093百万円

未収入金 249百万円

支払手形 311百万円

買掛金 977百万円

　 　
※２  商品及び製品のうちには半製品を有償支給し当該

品の完成による仕入製品も含んでおります。

※２  商品及び製品のうちには半製品を有償支給し当該

品の完成による仕入製品も含んでおります。

　 　
※３  担保に供している資産

建物 2,318百万円

土地 1,650百万円

上記に対する債務

手形割引 90百万円

１年内返済予定の
長期借入金

2,560百万円

長期借入金 2,765百万円

※３  担保に供している資産

建物 2,157百万円

土地 1,650百万円

投資有価証券 30百万円

上記に対する債務

手形割引 76百万円

短期借入金 402百万円

１年内返済予定の
長期借入金

2,460百万円

長期借入金 1,133百万円

　 　
  ４  偶発債務

保証債務

関係会社の銀行借入、リース債務等に対する保

証額は次のとおりであります。

(外貨建保証債務額は決算時の為替相場による

円換算額を付しております。)

エルナー東北㈱ 160百万円

　 　
ELNA 
ELECTRONICS(S)PTE.
LTD.

(US$ 500,000)

　 40百万円
 

TANIN ELNA
CO.,LTD.

(BAHT 60,006,406)

 

　 162百万円

愛陸電子貿易(上海)
有限公司

(US$ 650,000)

　 52百万円

ELNA PCB(M) 
SDN.BHD.

(M$ 32,613,218)

　 862百万円

ELNA-SONIC 
SDN.BHD.

(M$ 14,000,000)

　 370百万円

計 1,648百万円

　 　

  ４  偶発債務

保証債務

関係会社の銀行借入、リース債務等に対する保

証額は次のとおりであります。

(外貨建保証債務額は決算時の為替相場による

円換算額を付しております。)

エルナー東北㈱ 123百万円

　 　
ELNA 
ELECTRONICS(S)PTE.
LTD.

(US$ 500,000)

　 38百万円
 

TANIN ELNA
CO.,LTD.

(BAHT 37,763,136)

 

　 92百万円

愛陸電子貿易(上海)
有限公司

(US$ 650,000)

　 50百万円

ELNA PCB(M) 
SDN.BHD.

(M$ 25,739,010)

　 631百万円

ELNA-SONIC 
SDN.BHD.

(M$ 14,000,000)

　 343百万円

計 1,280百万円
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　 前事業年度

(平成22年12月31日)
当事業年度

(平成23年12月31日)

  ５  受取手形割引高 366百万円

(上記のうち関係会社受取手形割引高)

(   42百万円)

期末日(銀行休業日)期日の手形で手形交換日に

決済処理した受取手形割引高 29百万円

  ５  受取手形割引高 329百万円

(上記のうち関係会社受取手形割引高)

(     29百万円)

期末日(銀行休業日)期日の手形で手形交換日に

決済処理した受取手形割引高 80百万円

　 　
  ６  当社においては、資金繰りの安定化と機動的な資金

調達及び長期的な資金確保を目的として、取引銀行

２行をアレンジャーとするシンジケートローン契

約を締結しております。

      当該契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

等は次のとおりであります。

シンジケートローン極度額 5,303百万円

借入実行残高 2,533百万円

差引額 2,770百万円

　 　

  ６  当社においては、資金繰りの安定化と機動的な資金

調達及び長期的な資金確保を目的として、取引銀行

２行をアレンジャーとするシンジケートローン契

約を締結しております。

      当該契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

等は次のとおりであります。

シンジケートローン極度額 4,369百万円

借入実行残高 2,299百万円

差引額 2,070百万円

　 　
※７  土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を
行い、土地再評価差額金389百万円、再評価に係る
繰延税金負債259百万円を計上しております。

※７  土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公
布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を
行い、土地再評価差額金395百万円、再評価に係る
繰延税金負債213百万円を計上しております。

再評価を行った年月日 平成11年12月31日

当該事業用土地の再評価前の帳簿価額
67百万円

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額
716百万円

なお、当該事業用土地の平成22年12月31日におけ
る時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額
を229百万円下回っております。
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３
月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める
「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格
の計算の基礎となる土地の価額を算定するため
に国税庁長官が定めて公表した方法により算出
した価額」に合理的な調整を行って算出してお
ります。

再評価を行った年月日 平成11年12月31日

当該事業用土地の再評価前の帳簿価額
67百万円

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額
676百万円

なお、当該事業用土地の平成23年12月31日におけ
る時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額
を226百万円下回っております。
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月
31日公布政令第119号)第２条第４号に定める
「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格
の計算の基礎となる土地の価額を算定するため
に国税庁長官が定めて公表した方法により算出
した価額」に合理的な調整を行って算出してお
ります。
(注)平成23年12月２日に「経済社会の構造の変
化に対応した税制の構築を図るための所得税法
等の一部を改正する法律」(平成23年法律第114
号)及び「東日本大震災からの復興のための施策
を実施するために必要な財源の確保に関する特
別措置法」(平成23年法律第117号)が公布され、
平成24年４月１日以降開始する事業年度から法
人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行
われることとなりました。この税率変更により、
土地再評価差額金が30百万円増加し、再評価に係
る繰延税金負債が30百万円減少しております。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

※１  関係会社との主な取引は、次のとおりであります。

売上高 7,968百万円

当期製品仕入高 6,563百万円

受取利息 93百万円

受取賃貸料 133百万円

※１  関係会社との主な取引は、次のとおりであります。

売上高 7,882百万円

当期製品仕入高 6,872百万円

受取利息 107百万円

受取賃貸料 129百万円
　 　

※２  他勘定振替高の内容

主として販売費への振替であります。

※２  他勘定振替高の内容

主として販売費への振替であります。
　 　

※３  売上原価に算入されているたな卸資産評価損（収
益性の低下による簿価切下げ）の金額は76百万円
であります。なお、当該金額は、戻入額と相殺した
後の金額であります。

※３  売上原価に算入されているたな卸資産評価損（収
益性の低下による簿価切下げ）の金額は0百万円
であります。なお、当該金額は、戻入額と相殺した
後の金額であります。

　 　

※４  販売費及び一般管理費のうち、販売費の占める割
合及び主な費目は次のとおりであります。

(1) 販売費の占める割合 約50％

(2) 主な費目

荷造運賃発送費 234百万円

給料諸手当 615百万円

退職給付費用 50百万円

減価償却費 24百万円

賃借料 165百万円

研究開発費 388百万円

研究開発費の中に次のものが含まれておりま
す。

退職給付費用 18百万円

減価償却費 71百万円

※４  販売費及び一般管理費のうち、販売費の占める割
合及び主な費目は次のとおりであります。

(1) 販売費の占める割合 約48％

(2) 主な費目

荷造運賃発送費 207百万円

給料諸手当 662百万円

退職給付費用 42百万円

減価償却費 24百万円

賃借料 162百万円

研究開発費 395百万円

研究開発費の中に次のものが含まれておりま
す。

退職給付費用 13百万円

減価償却費 60百万円
　 　

※５  一般管理費及び当期製造経費に含まれている研究

開発費は、次のとおりであります。

一般管理費 388百万円

※５  一般管理費及び当期製造経費に含まれている研究

開発費は、次のとおりであります。

一般管理費 395百万円
　 　

※６  固定資産処分損の内訳 　
  固定資産除却損

構築物 0百万円

機械及び装置 0百万円

工具器具備品 0百万円

計 0百万円
 

※６  固定資産処分損の内訳 　
  固定資産除却損

建物 0百万円

機械及び装置 5百万円

車両 0百万円

工具器具備品 3百万円

計 9百万円
 

※７  減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を
計上しました。
用途 種類 場所

遊休資産 土地
福島県
いわき市

 

　 当社は原則としてセグメントを基準としてグルー
ピングを行っており、遊休資産については個別資
産ごとにグルーピングを行っております。
上記の遊休資産については、正味売却価額により
測定しており、不動産鑑定士による鑑定評価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失(40百万円)とし
て特別損失に計上いたしました。

 

※８  災害による損失は、東日本大震災に伴い発生した
損失であり、主に原状回復費用や工場操業停止期
間中の固定費であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 16,797株 2,428株 ― 19,225株

(注) 増加2,428株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

当事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 19,225株 155株 ― 19,380株

(注) 増加155株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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(リース取引関係)

前事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１  ファイナンス・リース取引

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

主として、プリント回路事業における製造設備で

あります。

１  ファイナンス・リース取引

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

同左

②  リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

②  リース資産の減価償却の方法

同左

　 　
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリー
ス取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の
とおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリー
ス取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の
とおりであります。

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
機械
及び装置
(百万円)

車輌
運搬具
(百万円)

工具器具
備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 2,927 12 470 3,411

減価償却累計額
相当額

1,999 8 307 2,316

期末残高相当額 927 4 163 1,094

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
機械
及び装置
(百万円)

車輌
運搬具
(百万円)

工具器具
備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 2,016 11 463 2,491

減価償却累計額
相当額

1,454 9 379 1,843

期末残高相当額 562 1 83 647

　 　
(２)未経過リース料期末残高相当額

１年以内 464百万円

１年超 687百万円

合計 1,152百万円

(２)未経過リース料期末残高相当額

１年以内 372百万円

１年超 315百万円

合計 687百万円

　 　
(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 支払リース料 612百万円

 減価償却費相当額 562百万円

 支払利息相当額 39百万円

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 支払リース料 489百万円

 減価償却費相当額 447百万円

 支払利息相当額 25百万円

　 　
(４)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

(４)減価償却費相当額の算定方法

同左

　 　
(５)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。

 

(５)利息相当額の算定方法

同左

 

２  オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 11百万円

１年超 35百万円

合計 47百万円

　 　

２  オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 15百万円

１年超 36百万円

合計 52百万円
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(有価証券関係)

前事業年度(平成22年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額  子会社株式1,588百万円)は、市場価格がなく、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　
(追加情報)　

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成20年３月10日　企業会

計基準第10号)及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準委員会　平成20年

３月10日　企業会計基準適用指針第19号)を適用しております。

　

当事業年度(平成23年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額  子会社株式1,588百万円)は、市場価格がなく、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

　

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 

繰延税金資産 　
未払事業税 4百万円

退職給付引当金 531百万円

役員退職慰労引当金 22百万円

貸倒引当金 958百万円

たな卸資産評価損 19百万円

関係会社株式評価損 981百万円

その他有価証券評価差額金 4百万円

繰越欠損金 287百万円

その他 1百万円

小計 2,811百万円

評価性引当額 △2,695百万円

  合計 116百万円

　 　
 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
 

繰延税金資産 　
未払事業税 6百万円

退職給付引当金 538百万円

役員退職慰労引当金 27百万円

貸倒引当金 827百万円

たな卸資産評価損 25百万円

投資損失引当金 9百万円

関係会社株式評価損 981百万円

その他有価証券評価差額金 10百万円

繰越欠損金 74百万円

その他 35百万円

小計 2,536百万円

評価性引当額 △2,372百万円

  合計 164百万円
 

２  法定の実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
    

法定実効税率 40.0％

（調整） 　
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％

評価性引当額 △46.8％

その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △4.4％

　 　
 
 
 
 
 
 
 

２  法定の実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
    

法定実効税率 40.0％

（調整） 　
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％

評価性引当額 △50.8％

その他 2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △8.0％

　 　
３  法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延　　

税金負債の修正

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対

応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を

改正する法律」(平成23年法律第114号)及び「東日

本大震災からの復興のための施策を実施するために

必要な財源の確保に関する特別措置法」(平成23年

法律第117号)が公布され、平成24年４月１日以降開

始する事業年度より法人税率が変更されることとな

りました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等

に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年12月31日まで　　            　　40％

平成25年１月１日から平成27年12月31日　　38％

平成28年１月１日以降　　　　            35％

この税率の変更にる繰延税金資産および当事業年

度に費用計上された法人税等への影響額はありませ

ん。

　

　
(資産除去債務関係)

当事業年度末(平成23年12月31日)

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)
　

前事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり純資産額 57円31銭
　

１株当たり純資産額 74円08銭
　

１株当たり当期純利益 12円87銭
　

１株当たり当期純利益 16円37銭
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 9円46銭
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 12円03銭
　

(注) 算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

項目
前事業年度末

(平成22年12月31日)
当事業年度末

(平成23年12月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 3,823百万円 4,521百万円

普通株式に係る純資産額 2,383百万円 3,081百万円

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株

当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式に係る事業年度末の純資産額との差

額の主な内訳

当事業年度に係る剰余金の配当であっ

て普通株式に関連しない金額

優先株式に係る資本金及び資本剰余金

の合計額

 
 
 
 

 
―

 
1,440百万円

 
 
 
 

 
―

 
1,440百万円

普通株式の発行済株式数 41,611,458株 41,611,458株

普通株式の自己株式数 19,225株 19,380株

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数
41,592,233株 41,592,078株

　

(2) １株当たり当期純利益

項目 前事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当期純利益 535百万円 681百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益 535百万円 681百万円

普通株式の期中平均株式数 41,593,536株 41,592,186株
　

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当期純利益調整額 ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の
算定に用いられた普通株式増加数の内訳

　 　

Ａ種優先株式 15,000,000株 15,000,000株

普通株式増加数 15,000,000株 15,000,000株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

― ―
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(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。
　

当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

株式報酬型ストックオプション制度の採用について
　

当社は、平成24年３月29日開催の当社第76回定時株主総会において、取締役(社外取締役を除く)に

対するストックオプションとしての新株予約権に関する報酬等の額及び具体的な内容について決議

しております。

なお、その内容は「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(９)ストックオプション制度の内

容」に記載のとおりであります。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定によ

り記載を省略しております。

　
【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  建物 5,107 27 1 5,133 2,883 208 2,249

  構築物 644 16 － 661 450 36 210

  機械及び装置 6,550 227 305 6,473 5,254 534 1,218

  車輌運搬具 35 － 3 32 31 1 1

  工具、器具及び備品 2,024 102 163 1,963 1,730 132 233

  土地 2,026 －
40
(40)

1,986 － － 1,986

  リース資産 116 10 － 126 34 21 92

  建設仮勘定 63 274 161 176 － － 176

有形固定資産計 16,569 658 674 16,55310,385 934 6,167

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  施設利用権 － － － 19 11 － 8

  特許権 － － － 4 1 0 2

  ソフトウェア － － － 28 17 5 11

  リース資産 － － － 3 0 0 2

無形固定資産計 － － － 55 31 6 24

(注) 1  機械及び装置の主な減少は、プリント回路製造設備の廃棄であります。

2　「当期減少額」欄の(　)は内数で、当期の減損損失計上額であります。

3  無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」および「当期減少額」

の記載を省略しております。

　
【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 2,395 － 17 308 2,069

投資損失引当金 － 23 － － 23

役員退職慰労引当金 56 12 － － 68

(注)  貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、主に洗替による戻入であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  流動資産

ａ  現金及び預金

　

種別 金額(百万円)

現金 0

普通預金 1,011

定期預金 450

計 1,461

　

ｂ  受取手形

イ  相手先別内訳(関係会社を含む)

　

相手先 金額(百万円)

黒田電気㈱ 275

國新産業㈱ 19

サン電子㈱ 19

三友電装㈱ 13

神田電子工業㈱ 8

その他 38

計 375

　

　

ロ  期日別内訳(関係会社を含む)

　

区分 受取手形(百万円) 割引手形(百万円)

平成23年12月 ― 80

平成24年１月 0 74

        ２月 2 69

        ３月 48 104

        ４月 318 ―

        ５月 4 ―

計 375 329
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ｃ  売掛金

イ  相手先別内訳(関係会社を含む)
　

相手先 金額(百万円)

ELNA ELECTRONICS(S) PTE.LTD. 1,743

三菱電機㈱ 1,726

ＮＥＣアクセステクニカ㈱ 448

オムロン飯田㈱ 364

黒田電気㈱ 259

その他 1,777

計 6,318

　
ロ  売掛金の発生及び回収並びに滞留状況(関係会社を含む)

　
前期繰越高
(百万円)

当期売上高
(百万円)

当期回収額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率
(％)

滞留状況
(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

((Ａ)＋(Ｄ))÷２×365
(Ｂ)

5,937 27,962 27,581 6,318 81.4 80.0

(注)  上記の当期売上高には、消費税等を含んでおります。

　
ｄ  商品及び製品

　

品種別 金額(百万円)

コンデンサ 358

プリント回路 860

計 1,219

　
ｅ  仕掛品

　

品種別 金額(百万円)

プリント回路 888

計 888

　
ｆ  原材料及び貯蔵品

　

品種別 金額(百万円)

コンデンサ用素材及び部品他 17

プリント回路用素材及び薬品他 440

計 458
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②  固定資産

ａ  関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

ELNA-SONIC SDN.BHD. 653

ELNA PCB(M) SDN.BHD. 506

ELNA ELECTRONICS(S) PTE.LTD. 160

エルナー松本㈱ 120

ELNA AMERICA,INC. 88

その他 59

計 1,588

　

ｂ  関係会社長期貸付金

　

関係会社名 金額(百万円)

エルナー東北㈱ 1,671

TANIN ELNA CO.,LTD. 913

ELNA PCB(M) SDN.BHD. 600

立揚電子（BVI）有限公司 424

エルナー松本㈱ 205

計 3,814

　

ｃ  関係会社長期未収入金

　

関係会社名 金額(百万円)

立揚電子（BVI）有限公司 1,516

計 1,516
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③  流動負債

ａ  支払手形及び設備関係支払手形(関係会社含む)

イ  相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

佐藤商事㈱ 719

日立化成商事㈱ 474

エルナー東北㈱ 283

㈱アズマ 265

栄電子工業㈱ 251

その他 2,026

計 4,021

　
ロ  期日別内訳(設備関係支払手形含む)

　

期日 平成24年１月 ２月 ３月 ４月 計

金額(百万円) 1,074 1,072 950 923 4,021

　
　

ｂ  買掛金(関係会社を含む)
　

相手先 金額(百万円)

エルナー東北㈱ 413

ELNA-SONIC SDN.BHD. 282

佐藤商事㈱ 180

ELNA PCB(M) SDN.BHD. 118

立揚電子（BVI）有限公司 86

その他 611

計 1,692
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ｃ  短期借入金

　

区分 金額(百万円)

シンジケートローン 1,399

住友信託銀行㈱ 833

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 402

㈱三井住友銀行 400

㈱商工組合中央金庫 330

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 250

オリックス信託銀行㈱ 150

㈱りそな銀行 49

計 3,814

（注）シンジケートローンは、㈱みずほコーポレート銀行、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとする金融機関で組成

されております。以下、「ｄ  １年内返済予定の長期借入金」で同じ。

　
　

ｄ  １年内返済予定の長期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 1,059

シンジケートローン 900

住友信託銀行㈱ 528

㈱横浜銀行 517

㈱商工組合中央金庫 388

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 244

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 141

㈱滋賀銀行 133

㈱新銀行東京 100

㈱りそな銀行 50

㈱三井住友銀行 33

計 4,097
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④  固定負債

ａ  長期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 795

㈱商工組合中央金庫 537

㈱横浜銀行 485

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 123

住友信託銀行㈱ 111

㈱滋賀銀行 101

㈱新銀行東京 100

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 38

㈱りそな銀行 32

㈱三井住友銀行 18

計 2,342

　

ｂ  退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 2,097

未認識過去勤務債務 147

未認識数理計算上の差異 △145

年金資産 △755

計 1,345

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

    取扱場所

（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部
　 　

    株主名簿管理人

（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

    買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであり

ます。

http://www.elna.co.jp

株主に対する特典 なし

(注)  当社定款の定めにより、当会社の株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げる

権利及び本定款に定める権利以外の権利を行使することができない旨を定めております。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 
 
有価証券報告書
及びその添付書類
並びに確認書

事業年度
(第75期)

自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日

　 平成23年３月31日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
(2) 
 
内部統制報告書及び
その添付書類

事業年度
(第75期)

自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日

　 平成23年３月31日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
(3) 
 
四半期報告書及び
確認書

第76期
第１四半期

自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日

　 平成23年５月13日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
　 　 第76期

第２四半期
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

　 平成23年８月11日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
　 　 第76期

第３四半期
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

　 平成23年11月14日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
(4)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第２項第９号の２(株主総会における
議決権行使の結果)の規定に基づく臨時
報告書

　 平成23年４月１日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

第１【保証会社情報】

１【保証の対象となっている社債】

社債の名称 エルナー株式会社第１回無担保社債

発行年月日 平成22年６月30日

券面総額 750百万円

償還額 300百万円

当事業年度末現在の未償還額 450百万円

上場金融商品取引所又は
登録認可金融商品取引業協会名

上場及び登録はしておりません

保証会社 住友信託銀行株式会社

　

２【継続開示会社たる保証会社に関する事項】

（１）【保証会社が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類又は四半期報告書若しくは半期報告書】

 
半期報告書 第141期

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

　
平成23年11月29日
近畿財務局長に提出

　

②【臨時報告書】

①の書類の提出後、本有価証券報告書提出日(平成24年３月30日)までに、企業内容等の開示に関する
内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づく臨時報告書を平成23年12月26日に近畿財務局長に提
出
　

③【訂正報告書】

訂正報告書(上記 臨時報告書の訂正報告書)を平成23年12月28日近畿財務局長に提出

　

（２）【上記書類を縦覧に供している場所】

住友信託銀行株式会社  本店        （大阪市中央区北浜四丁目５番33号）

        同上          東京営業部  （東京都中央区八重洲二丁目３番１号）

        同上          神戸支店    （神戸市中央区御幸通八丁目１番６号)

        同上          横浜支店    （横浜市西区南幸一丁目14番10号）

        同上          名古屋栄支店（名古屋市中区栄四丁目１番１号）

        同上          千葉駅前支店（千葉市中央区富士見一丁目１番15号）

        同上          大宮支店    （さいたま市大宮区大門町一丁目６番地の１）

　

３【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】

該当事項はありません。

　

第２【保証会社以外の会社の情報】

該当事項はありません。

　

第３【指数等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
平成２３年３月３０日

　

エ  ル  ナ  ー  株  式  会  社

  取締役会    御  中

　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    平  井  久  也  ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山  岸      聡  ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    森  田  高  弘  ㊞

　
＜財務諸表監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエルナー株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エル

ナー株式会社及び連結子会社の平成２２年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エルナー株式会社の平成２

２年１２月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制

報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能

性がある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、エルナー株式会社が平成２２年１２月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以    上

　

　
 

(※) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
平成２４年３月２９日

　

エ  ル  ナ  ー  株  式  会  社

  取締役会    御  中

　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    北  川  卓  哉  ㊞

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    森  田  高  弘  ㊞

　
＜財務諸表監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエルナー株式会社の平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エル

ナー株式会社及び連結子会社の平成２３年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「資産

除去債務に関する会計基準」を適用している。
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＜内部統制監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エルナー株式会社の平成２

３年１２月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制

報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能

性がある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、エルナー株式会社が平成２３年１２月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以    上

　

　
 

(※) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　
平成２３年３月３０日

　

エ  ル  ナ  ー  株  式  会  社

  取締役会    御  中

　

新日本有限責任監査法人
　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    平  井  久  也  ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山  岸      聡  ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    森  田  高  弘  ㊞

　
  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているエルナー株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日までの第７５期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エルナー株式会社の平成２２年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
　

 

(※) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　
平成２４年３月２９日

　

エ  ル  ナ  ー  株  式  会  社

  取締役会    御  中

　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    北  川  卓  哉  ㊞

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    森  田  高  弘  ㊞

　
  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているエルナー株式会社の平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの第７６期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エルナー株式会社の平成２３年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

　会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」を適

用している。

　
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
　

 

(※) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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